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私たちはまもなく創立80年を迎える製薬会社です。

創薬分野において多くの可能性を秘めた「糖質科学」のパイオニア

として、独創的な医薬品・医療機器を生み出しています。

世界中の患者の方々の健康で心豊かな生活の質の向上に貢献し、

豊かな未来を創造する企業。それが、私たち生化学工業です。

競争力の源泉

糖質科学で
未来を創る

Unique Business ModelUnique Business Model
3

Specialization in GlycoscienceSpecialization in Glycoscience
専門分野は糖質科学

1

Technology related to GAGTechnology related to GAG
2

糖質科学とは？ 精子が卵子と出会い受精するとき、糖鎖が関与しています。

ABO式の血液型は、赤血球表面の糖鎖の形によってその型が決まります。

水分が過剰に失われないように細胞を保護しています（ヒアルロン酸等）。

成長因子のなかには、糖鎖によって活性が調整されるものがあります。

ウイルスなどに感染したときに、マクロファージ(白血球のひとつ)を刺激
して免疫細胞を活性化します。

1

2

3

4

5

インフルエンザウイルスなどの病原体は、細胞表面の特定の糖鎖に結合
してからだに侵入します。

細胞ががん化すると、糖鎖の形が変わり、がんの増殖や転移の促進に関わります。

糖鎖遺伝子の異常が原因のひとつであるといわれています。

生命の誕生（受精）

血液型を決定

からだの水分を保持

細胞の増殖を制御

からだを外敵から守る

生命の誕生（受精）

血液型を決定

からだの水分を保持

細胞の増殖を制御

からだを外敵から守る

ウイルスや菌の感染

がんの転移

糖尿病

＜参考＞転移性の高いがん細胞では、正常時にはわずかしか発現していない巨大糖鎖の量が
増えることが分かっています。

1

2
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Our Strengths

生化学工業は研究開発や製造に特化した
ユニークなビジネスモデルを構築し、独
自の技術力を活かした高品質な医薬品
や医療機器の開発・供給を通じて、国
内外の医療に貢献しています。

糖
鎖
と
病
気
の

関
わ
り

糖
鎖
の
主
な
役
割

創業以来、糖質科学の重要性に着目し、医薬品
等への応用研究を進めてきました。数々の研究
実績を積み重ね、ニッチな領域での専門性を
有する糖質科学のパイオニアとして、国内外の
医療に貢献しています。

GAGに関する
最先端の技術・創薬力

長年にわたる糖質科学領域の研究に基づいた、
GAGの化合物ライブラリーや関連酵素群、
また、それらを扱うための多岐にわたる技術を
創薬に活かしています。製造面においても、抽出・
精製・培養等といった独自のGAG関連技術・
ノウハウを活用しています。
※ GAG：グリコサミノグリカン

複合糖質の構成成分のひとつ
（ヒアルロン酸やコンドロイチン硫酸等） 研究開発・製造に

特化したビジネスモデル
医薬品の販売部門を持たず、それぞれの製品領域
で強みを持つ会社と提携し、製品を供給していま
す。これにより、経営資源を研究開発や製造に集中
的に投じることができます。また、売上高の20%～
30％程度を研究開発費に充て、研究開発要員が全
従業員の約30%（当社単体ベース）であることも、
新製品開発を重視する姿勢の表れです。

糖質科学とは、糖が鎖のようにつながった

糖鎖や、糖鎖がタンパク質や脂質などと結

合してできる複合糖質を研究する科学分野

です。これまでの研究において、糖鎖がい

のちの誕生から老化までの様々な生命現

象に欠かせない細胞間の情報や物質の交

換に深く関わっていることが明らかになり、

多くの病気との関連性にも注目が集まって

います。糖質科学の研究が進むことで新し

い治療法や診断法の開発につながることが

期待されています。

A
BO
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経営綱領

〈モットー〉

〈行動指針〉

〈経営信条〉

● 心と情報の通い合う、個性を活かす明るい社風を確立する。

● 産学協同を推進し、独創的で有用な製品を開発する。

● 製品の安全性と最高度の品質を確保する。

● 誠実な信頼関係をもとに、社会との連携を深める。

これらを通じて、豊かな自然と心豊かな生活を守る健全な社業の発展に努力する。

学問尊重の理念のもとに、糖質科学を基盤として有用で安全な製品を創造し、

広く世界に供給して人類の福祉に貢献する。

真理の探究を目指す学問の進歩には、一人ひとりの、また集団の独創が重要です。事業においても、

真に独創的なものを応用展開することにより、優位な新製品、新技術、新用途を生み出すことが

でき、企業の健全で安定的な成長も期待できると考えます。

独創  公正  夢と情熱

独 創

企業の原点は、正道を歩むことにあります。広く世界に通用し、世界が認める公正の概念を常に念頭

において、自らの行動を律することにより、社会に認められる企業として存在することができます。

「独創」も「夢と情熱」も、この「公正」の上に展開されるべきものと考えます。

公 正

高い志を持ち、理想をかかげその実現を目指していく、そこに個人も会社も成長していく源泉がある

と考えます。

夢と情熱

　「生化学工業コーポレートレポート2025」は、財務情報とESG（Environmental「環境」、Social「社会」、Governance「企業統治」）に対する
取り組みを報告する統合報告書として、当社の成長のあゆみ、価値創造プロセス、各部門の取り組みなどの非財務情報も併せて掲載しています。
　この冊子により、当社の事業活動と提供価値をステークホルダーの皆さまにより深く理解していただくことを目指しています。
＜対象読者＞
　株主・投資家をはじめとするステークホルダーの皆さま
＜対象期間＞
　2025年3月期（2024年4月1日～2025年3月31日）について報告していますが、2026年3月期の活動についても一部記載しています。

《編集方針》

生化学工業のあゆみ

事業と製品

トップメッセージ

価値創造プロセス
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《UDフォントについて 》　
　当レポートは、多くの人に読みやすいよう工夫された書体「ユニバーサルデザイン（ＵＤ）フォント」を使用しています。
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主
要
製
品
の
歴
史

事
業
体
制
の
歴
史

生化学工業は、社名が示すとおり学問である「生化学」の研究に重点を置き、
糖質科学の進歩、発展とともに歩み続けてきました。

1960

興生水産株式会社（現 生化学工業株
式会社）を設立
神奈川県横須賀市に久里浜事業所
（現 久里浜工場）を開設

1947

世界で初めてエンドトキシンの比色定量
用試薬を開発、製造販売を開始

関節機能改善剤
「Artzal（アルツァール）」をスウェー
デンで発売
関節機能改善剤の海外展開を本格的
にスタート

自社開発による糖関連研究用試薬の
製造販売を開始
※ 研究用試薬事業は2012年に廃止

茨城県高萩市に高萩工場を開設

1975

ISO13485 認証取得

1998

東京証券取引所市場第二部上場

2004

東京証券取引所市場第一部指定

2005

水谷當稱（元 生化学工業社長）が世
界初のコンドロイチン硫酸の工業化
を意図し、試作を開始

1949

ヒアルロン酸を主成
分とする世界初の関
節機能改善剤「アル
ツ」、国産初の眼科手
術補助剤「オペガン」
発売

腰椎椎間板ヘルニア治療剤「ヘルニコア」
発売

2018

関節機能改善剤「アルツディスポ」
発売

1993

内視鏡用粘膜下注入材「ムコアップ」
発売

2007

関節機能改善剤「ジョイクル」発売

2021

眼科手術補助剤「シェルガン」発売

2016

関節機能改善剤
「SUPARTZ（スパルツ）」
（現「SUPARTZ FX（スパルツFX）」）
を米国で発売

2001

眼科手術補助剤「オペガンハイ」（現 
ヒアルロン酸Na眼粘弾剤1%「生化
学」）発売

1995

単回投与の関節機能改善剤「Gel-One
（ジェル・ワン）」を米国で発売

2012

単回投与の関節機能改善剤
「HyLink（ハイリンク）」をイタリアで
発売

2019

※ 関節機能改善剤
　「アルツ」は2022年
3月31日に薬価基準
削除

1981

東京都新宿区に東京研究室を開設

1960

1987

1992

北米における医薬品・医療機器開発活
動を行う「セイカガク ノース アメリカ 
コーポレーション」（カナダ）を設立

東京証券取引所プライム市場に移行

2022

医薬品製造業許可を取得
医薬品としてコンドロイチン硫酸の
製造販売開始

エンドトキシン測定用試薬等の製造販
売会社「アソシエーツ オブ ケープ 
コッド インク」（米国）を子会社化

1997
CDMO※事業を行う
「ダルトン ケミカル ラボラトリーズ 
インク」（カナダ）を子会社化

2020

1950

東京都東大和市に東京研究所（現 中央
研究所）を移転

1968

※ 1966年に東京研究所に改称

社名を「生化学工業株式会社」に変更

1962
社団法人日本証券業協会の店頭市場
に株式を登録

1989

東京都東大和市にCMC研究所を開設
（中央研究所と同敷地内）

2013

※ CDMO：
　 Contract Development and
Manufacturing  Organization
製薬企業向け医薬品受託製造、開発段階に
おける治験薬製造及び製造条件の最適化など、
製造・開発面における包括的なサービスを提
供する事業

生化学工業のあゆみ

世界で初めて
コンドロイチン硫酸の
工業化に成功

ヒアルロン酸を用いた
医療用医薬品の開発を実現

ヒアルロン酸製剤の充実と
海外展開の拡大

糖質科学の最先端技術を活かした
製品の多様化　新たなステージへ

1940s～  1970s～  1990s～  2018～  

OUR HISTORY
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※1  2022年3月31日に薬価基準削除
※2  プレフィルドシリンジ製剤：あらかじめ薬液を注射筒に充填したキット製品

ヒアルロン酸に抗炎症薬であるジクロフェナクを化学結合させた関節機能改善剤です。4週間に
1回の投与で膝関節、股関節における変形性関節症の症状改善が期待されます。なお、変形性
股関節症の適応をもつ関節機能改善剤は国内初となります。

「アルツディスポ」は、ヒアルロン酸を主成分とした世界初の関節機能改善剤「アルツ」※1のプレ
フィルドシリンジタイプ※2の製剤です。1週間に1回間隔で複数回関節腔内に直接注射することで、
痛みや炎症を抑える効果が期待されます。国内はもとより、米国、アジア、欧州等の国々でも販売
しています。

エンドトキシンとは、グラム陰性菌を構成する成分のひとつで、極め
て微量で強い発熱活性を示す物質です。医薬品等への混入は重大
な副作用の原因となる可能性があることから、医薬品や医療機器
の製造においては規制に基づいた厳重な管理が必要となります。

糖質科学
GLYCOSCIENCE

医薬品事業

LAL事業

「ジョイクル」

「オペガン」ファミリーは、白内障手術の際にヒアルロン酸の粘弾性により眼内空間を保持して
施術をサポートする製品群です。医療ニーズに応じて、容量や粘弾性が異なる7種類の製品を
ラインナップしています。

「オペガン」「シェルガン」ヒアルロン酸Na眼粘弾剤1%「生化学」

ヒアルロン酸の粘弾性を活かした内視鏡手術の補助材です。消化管 （食道・胃・大腸）の粘膜内腫瘍
を内視鏡を用いて切除する際に、腫瘍部位の粘膜下層に注入し腫瘍部分を隆起させることで、施術を
サポートします。国内における販売に加え、2024年には中国において承認を取得しました。

「ムコアップ」

「ジェル・ワン」は、単回投与の関節機能改善剤として米国で販売しています。架橋ヒアルロン酸
ゲルを主成分とし、3mLという少量の投与で長期の効果を発揮します。「ハイリンク」は、「ジェル・
ワン」の別ブランドとして、現在イタリア、台湾で販売しています。

「Gel-One（ジェル・ワン）」「HyLink（ハイリンク）」

深在性真菌感染症に対する治療法の選択と治療効果の判定に使用される体外診断用医薬品です。生化学工業が世界で初めて開発し、
海外向けにACC社にて製造し、販売を行っています。

「Fungitell（ファンジテル）」

アルツディスポ

ジョイクル

SUPARTZ FX

Gel-One

オペガンファミリー

ヘルニコア

ムコアップ

独自の抽出・精製技術をもとに、主に医薬品や化粧品等の原料となる高品質・高純度のヒアル
ロン酸やコンドロイチン硫酸を製造・販売しています。

ヒアルロン酸ナトリウム　コンドロイチン硫酸ナトリウム

医薬品原体

エンドトキシン測定用試薬

エンドトキシン自動測定システム

カブトガニから採取した血液を使用せず、遺伝子組換え技術を用いて製造されたエンドトキシン測定用試薬です。生化学工業は世界で
初めて、天然カブトガニの血球成分の構成因子であるC因子、B因子及び凝固酵素前駆体の3つの組換えタンパク質からなる製品の
開発に成功しました。その後、海外子会社アソシエーツ オブ ケープ コッド インク（ACC社）と本製品を共同開発し、現在は国内及び
欧米にて販売を行っています。

「PyroSmart NextGen（パイロスマート ネクストジェン）」

エンドトキシン試験に関する様々なニーズに対応するために、全自動測定や多検体の同時測定等の
測定システムを開発し、幅広い製品群をワンストップで提供するとともに、技術面でのサポートを
行っています。

エンドトキシン測定システム

関節機能改善剤

腰椎椎間板ヘルニア治療剤

眼科手術補助剤

内視鏡用粘膜下注入材

医薬品原体

CDMO (Contract Development and Manufacturing Organization)

海外子会社ダルトン ケミカル ラボラトリーズ インクにおいて、製薬企業向けの化学合成品や医薬品の受託製造及び製造工程開発
などのサービスを提供しています。

CDMOサービス（受託開発・受託製造）

コンドリアーゼを有効成分とする国内初の椎間板内酵素注入療法に用いる薬剤です。椎間板内
に直接注射することで、ヘルニアによる神経への圧迫を改善し、痛みやしびれを軽減させます。
手術療法と比較して患者の方々の身体的負担が小さいという特徴を有しています。 

「ヘルニコア」エンドトキシンとは
（1→3）-β-D-グルカンとは、カビや酵母などに代表される
真菌の細胞壁の構成成分です。血中のグルカン濃度を測定
することで、深在性真菌感染症の補助診断、または抗真
菌剤の治療効果の判定に広く用いられています。

グルカンとは 

「アルツディスポ」「SUPARTZ FX（スパルツFX）」「VISCO-3(ヴィスコ・スリー)」

カブトガニの血球抽出成分（LAL：Limulus Amebocyte Lysate）から作られたエンドトキシンを測定
する試薬です。医薬品や医療機器の製造プロセスにおける品質管理や、人工透析に使用する透析液
の水質管理等に使用されています。

「エンドスペシー」「トキシカラー」「PYROCHROME（パイロクロム）」等 

エンドトキシン測定用試薬/機器

グルカン測定体外診断用医薬品

医薬品や医療機器の製造プロセスにおける品質管理に使用されるエンドトキ
シン測定用試薬や、深在性真菌感染症の診断用途としてのグルカン測定体外診断
用医薬品の製造・販売を行うLAL事業を国内外で展開しています。

医薬品事業は、生化学工業のコアビジネスです。当社が製造・販売する医療用医薬
品・医療機器は、複合糖質の構成成分のひとつであるグリコサミノグリカン（ヒアル
ロン酸やコンドロイチン硫酸等）を主成分とするものや、グリコサミノグリカンに
働きかける酵素を活用したものです。独自の技術を活かした高品質な製品をグ
ローバルに展開し、国内外の医療に貢献しています。

生化学工業は、糖質科学のパイオニアとして長年培った技術や知見を活かした独創的な製品群を揃える
医薬品事業に加え、エンドトキシン測定用試薬等を取り扱うLAL事業を展開しています。

事業と製品

LA L事業

医薬品事業
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した遺伝子組換え技術による試薬・診断薬で、革新的な

ソリューションを提供する企業としてブランド・アイデン

ティティを一新しました。

　引き続き、ACC社と連携し、競合他社との差別化を図り

ながら、事業を拡大していきます。

　当社が世界で初めて開発したグルカン測定体外診断用

医薬品について、販売国拡大及び病院市場の新規開拓を

進めております。

　また、海外子会社アソシエーツ オブ ケープ コッド インク

社（ACC社）の創業50周年を節目に、次の50年を見据え、

従来の天然由来のカブトガニの血液に頼らず、環境に配慮

で長期の疼痛抑制効果が期待されます。海外では2012年

以降、米国で「Gel-One（ジェル・ワン）」、台湾、イタリアで

「HyLink（ハイリンク）」として販売しています。

　2025年2月より変形性膝関節症及び変形性股関節症を

対象疾患として、それぞれ第Ⅲ相臨床試験を開始しており、

日本の患者さまへ新たな治療法が提供できるものと期待

しております。

　製薬企業において新薬開発は成長の源泉です。当社で

は、独自の技術や知見を最大限に活かせるグリコサミノグリ

カン(GAG)※や、GAGに関連する酵素を対象として患者

さまが真に必要とする製品の創製に注力しています。

　今回新たにパイプラインとして加わった、膝・股関節を適

応範囲とした変形性関節症治療剤Gel-One（ジェルワン）

は、当社独自の架橋技術を用いて創製した架橋ヒアルロン

酸を有効成分とする関節注射剤です。膝関節腔内投与後、

関節局所に長く残留することが確認されており、1回の投与

※ グリコサミノグリカン（Glycosaminoglycan：GAG）
　 複合糖質の主要成分の1つ。コンドロイチン硫酸やヒアルロン酸等。

を得られませんでした。FDAからは、本剤の有効性及び

安全性を含む臨床試験結果等に関連した懸念は表明

されず、追加の臨床試験も求められませんでしたが、主

として製造施設及び原薬・製剤の管理に関する指摘事項

がありました。FDAから受けた指摘事項を着実にクリア

することで、承認取得は可能であると考えています。

　当社では本剤の再申請を最優先事項として指摘事項の

対応に取り組むとともに、2026年3月までに再申請を行え

るよう、全社一丸となって準備を行ってまいります。

　腰椎椎間板ヘルニア治療剤SI-6603はコンドリアーゼと

呼ばれる酵素を有効成分とし、椎間板内に直接注射する

治療剤です。手術療法と比較して身体的侵襲が小さいとい

う特徴を有しており、1回の投与で腰椎椎間板ヘルニアの

症状改善効果が期待できます。上市により米国における腰

椎椎間板ヘルニア治療の新たな選択肢を提供することで、

当社の大きな成長ドライバーになると考えています。

　本剤については、2025年3月に米国食品医薬品局

（FDA）より審査完了報告通知を受領しており、今回は承認

が非承認となり、重点施策とともに掲げていた数値目標

（売上高400億円、営業利益70億円）については、達成が

困難な状況となりました。

　数値目標は未達となるものの、この先当社が持続的に

成長軌道を描くために必要な各重点施策については概ね

計画通りに進捗しており、引き続き鋭意取り組んでまいり

ます。

主な事業の進捗については次のとおりです。

　当社では2023年3月期から2026年3月期までの中期

経営計画における重点施策として「①腰椎椎間板ヘル

ニア治療剤SI-6603の製品価値最大化」「②独自の創薬

技術を活かした研究開発の加速」「③関節機能改善剤の

事業価値維持・向上」「④グローバル生産体制の構築」「⑤

遺伝子組換え技術によるLAL事業の拡大」の5つを掲げ、

推進しています。

2025年3月期に、米国で承認申請を行っていたSI-6603

中期経営計画について

腰椎椎間板ヘルニア治療剤SI-6603に関する審査完了報告通知の受領

変形性関節症治療剤Gel-Oneの日本における臨床試験の開始

遺伝子組換え技術によるLAL事業の拡大

糖質科学を基盤とした
新薬の開発を通して
新たな治療選択肢の
提供を目指します

代表取締役社長　水谷 建
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通院する時間を取ることが難しい患者さまにも新たな治療

選択肢を提供できると考えております。

　これらの新薬を一日でも早く患者さまの元へ届けるため

には、従業員や株主の皆さまといった、様々なステークホル

ダーのご理解、ご協力が不可欠です。

株主をはじめステークホルダーの皆さまにおかれまし

ては、引き続き一層のご理解とご支援を賜りますよう

お願い申し上げます。

　当社は、学問尊重の理念のもと、糖質科学を基盤として

有用で安全な製品を創造し、広く世界に供給することで

人類の福祉に貢献することを経営信条として、70年以上

歩んでまいりました。

　今回、米国で開発中の腰椎椎間板ヘルニア治療剤

SI-6603については非承認という結果となりましたが、承認

審査の行程のひとつである公聴会では、本剤について多く

の審査員より承認への支持を得ております。FDAからの

指摘事項にしっかりと取り組み、少しでも早く承認を取得で

きるよう鋭意取り組んでまいります。

　また、日本で臨床試験を開始したGel-Oneについては、

1回の投与で長期の疼痛抑制効果が期待されることから、

制度・仕組みの整備を担います。

また、2025年2月には、高萩工場で使用している電力の

一部に再生可能エネルギーを活用するため、太陽光発電

設備を導入しました。

　このような取り組みが外部評価機関より評価され、当社は

2024年度のEcoVadis評価で「ブロンズメダル」、CDPの

気候変動分野で「Bスコア」、省エネ法に基づく事業者クラス

分け評価制度で「Sクラス」の評価を受けています。

　当社では引き続き地球と社会の持続可能な発展に取り

組み、社会とともに持続的に発展できるよう努めてまいり

ます。

　当社では、サステナビリティに関する取り組みを重要な

課題として認識しており、2021年に策定したサステナビ

リティ基本方針、それを具現化した6つのマテリアリティを

基軸とした実効的な施策の立案・実施、子会社への適用範囲

拡大等を図っています。

2025年3月期においては、マテリアリティの取り組みを

支え、当社の目指す姿を実現するための組織再編として「HR

戦略部」を新設しました。同部は、人材戦略に関わる課題への

対応をより強化し人的資本経営を推進するため、自律型人材

の育成、人事諸制度の変革、社員エンゲージメントの向上

及びサクセッションプランなど、事業展開を見据えた環境・

サステナビリティの取り組みについて

株主をはじめとしたステークホルダーの皆さまへ 

代表取締役社長

当社は、持続可能な開発目標（SDGs）の中から、
以下11項目に関連する6つのマテリアリティを掲げて取り組んでいます。

（詳細につきましては、15ページの「6つのマテリアリティ」 をご参照ください）

　当社は、持続的な利益成長と企業価値の向上が、株主の皆さまとの共同の利益に資すると考えています。重要な

経営課題のひとつである株主の皆さまへの利益還元につきましては、1株当たり年間26円を基本としつつ、業績動

向及び財務状況等を勘案のうえ、増配を検討してまいります。また、今後の事業展開や総還元性向を考慮しながら、

自己株式の取得を適宜検討いたします。なお、2026年3月期の配当金は、中間配当金と合わせて1株当たり年間

30円を予定しています。

　また、収益基盤の強化や資本効率の向上を図るために、新たな価値創出に向けた研究開発、生産体制整備及び

サステナブル活動に対する効率的かつ積極的な事業投資のほか、将来の成長やシナジー効果が見込める戦略投資

にも機動的に取り組んでまいります。

利益配分に関する基本方針

中 間 配 当 金

期 末 配 当 金

年 間 配 当 金

配 当 性 向

'25年3月期 実績（1株当たり） 

15.00円（予定）

15.00円（予定）

30.00円（予定）

121.3%（予想）

'26年3月期 配当（1株当たり） 

15.00円

15.00円

30.00円

134.8%

事業投資

株主還元

戦略投資

株主還元
・配当金については、1株当たり26円を基本とし、業績等を勘案のうえ、増配を検討
・自己株式の取得を適宜検討

事業投資

戦略投資 ・将来の成長・シナジー効果が見込める戦略的投資を機動的に検討

・研究開発・生産関連への効率的な投資を継続
・サステナブル活動への積極的な事業投資
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マテリアリティ

ビジネスフロービジネスフロー

高品質・革新的な
医薬品・医療機器等を
供給

P07

P17

医療用医薬品・
医療機器

医薬品原体

CDMOサービス
（受託開発・受託
製造）

LAL関連製品

腰椎椎間板ヘルニア
治療剤SI-6603の
製品価値最大化

独自の創薬技術を
活かした
研究開発の加速

関節機能改善剤の
事業価値維持・向上

グローバル生産体制
の構築

遺伝子組換え技術に
よるLAL事業拡大

中期経営計画 アウトプット

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ
GAGに関する最先端の技術・GAGに関する最先端の技術・
創薬力創薬力

研究開発・製造に特化研究開発・製造に特化

P1515

糖質科学糖質科学

医薬品販売部門を持たないスリムな
組織体系
売上高の20-30％程度を研究開発費に
投入

抽出・精製・培養・発酵等の高い製造・
基盤技術
GAGや関連酵素を応用した多彩な創薬力

GAGに関する最先端の技術・
創薬力

研究開発・製造に特化

真に有用な医薬品等の創製
品質を確保した医薬品等の安定供給
医療アクセスの拡大と質の高い医療
情報の適切な提供

1.
2.
3.

倫理的で公正な事業活動と
コーポレート・ガバナンスの強化
多様な人材の活躍推進と育成
環境に配慮した企業活動の推進

4.

5.
6.

財務資本
持続的な新薬創出の原
資となる安定した財務
基盤

高品質な医薬品を安定
供給するための製造・
品質管理体制

製造資本

チャレンジする企業風土
のもと高い専門性を活
かして新しい価値を創
造できる人材

人的資本

蓄積された糖質科学関連
の化合物ライブラリー

対象物質や重点疾患を
絞り込んだ創薬力

知的資本

生命関連企業として環境
負荷の少ない事業活動

生物多様性に配慮した
企業経営の推進

自然資本

社会関係資本
持続可能な社会の実現
に向けたステークホル
ダーとの信頼関係

医療現場・患者の方々
QOLの向上への貢献

真に有用な医薬品の創製

品質を確保した医薬品
等の安定供給

成長の機会の提供

能力を十分に発揮でき
る環境・制度・仕組みの
提供

従業員

持続可能な社会実現へ
の貢献

糖質科学研究技術の
さらなる発展・高度化

社会

持続的成長による安定
的な利益還元

公正な情報提供

株主価値の向上

株主

研究開発

信頼性保証 P27

生産 P31

P15

P21 販売 P29

糖質科学
糖
質
科
学
で
未
来
を
創
る

社会課題及び
外部環境

経済価値と
社会価値を創出

アンメットメディカル
ニーズへの対応

ロコモティブシンド
ロームの増加

超高齢化社会の進行

医療アクセスの向上

新薬開発の成功確率の
低下

新薬開発の期間長期化、
コスト高騰

国内市場の縮小、
グローバル市場の拡大

環境問題の深刻化、
環境への配慮（ESG）、
環境保全の取り組み

社会課題の
解決と

理念の実現

研究開発と製造に特化した
独自のビジネスモデル

研究開発、
国内外アライアンスを
強みとした資本

VALUE CREATION

生化学工業は、糖質科学に特化した独創的で有用な医薬品や医療機器等を
創製し広く世界に供給することで、社会的課題の解決に取り組み、自らの企
業価値を高め、 人類の福祉に貢献していきます。

価値創造プロセス
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ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
軸
評
価

事業軸評価

非
常
に
高
い

非常に高い

高
い

高い

17の
社会課題

重
要
度

生化学工業では、社会の持続的な発展と企業価値向上に向けて、優先的に取り組むべき重要課題に
ついて、当社が考える重要度と多様なステークホルダーを含む社会からの期待の両面から評価し、
6つのマテリアリティを特定しました。これらのマテリアリティの取り組みを推進することを通じて、
2015年の国連総会で採択された持続可能な開発目標（SDGs）の達成にも貢献していきます。

つのマテリアリティ

マテリアリティを特定するにあたり、非財務情報開示のガイドラインや国際的な枠組み・原則・指針、ESG評価機関からの
調査項目などを踏まえて、社会課題を抽出しました。さらに製薬業界特有の課題についても洗い出しを行い、39項目の社会
課題リストとして取りまとめました。

信頼性保証  P27／ 生産 P31

ステップ2で作成した社会課題評価マトリックスの妥当性を確認するため、社内関連部門や外部コンサルタントと協議・精査を
行ったうえで、優先度の高い17項目の社会課題をグルーピングし、6つのマテリアリティを特定しました。特定したマテリアリ
ティについて、それぞれの選定理由及び目指す姿や、目標、取り組み、モニタリング指標を設定するとともに、SDGsとの関連性
を整理・確認し、取締役会で審議・承認しました。

ステップ1で抽出した39項目の社会課題リストについて、当社の経営理念、経営
戦略、財務面を含むリスク情報などから、当社が考える重要度を評価しました。
また、多様なステークホルダーを含む社会からの期待を評価するために、外部
コンサルタントが各ステークホルダーの視点で点数付けを行い、分析・整理
しました。これらの結果をもとに社会課題評価マトリックスを作成し、双方から
見て最も優先順位の高い17項目に絞り込みました。

マテリアリティ 目指す姿 2025年3月期実績※1

糖質科学の知見を活かし、真に求められる
医薬品等を継続して生み出すことで存在
価値を高めるとともに、世界の人々の健康
で心豊かな生活に貢献していきます。また、
知的財産を重要な経営資源のひとつと
位置付け、医薬品等の継続的な創製に役
立てるためにグローバルな知的財産戦略
を推進します。

SI-6603の米国公聴会での承認支持獲得、審査
完了通知受領。再申請に向けた対応を開始
ムコアップの中国における承認取得
Gel-Oneの日本における第Ⅲ相臨床試験開始
アンメットメディカルニーズの高い疾患での新規
研究テーマ創出を推進
アーリーステージのシーズ活用を目指し、新たな
協業に着手

研究開発  P21

社会課題等の抽出と整理

社会課題の優先順位づけ

妥当性の確認と課題のグルーピングによるマテリアリティの特定

患者の皆さまや医療機関等に信頼される医薬
品等を継続してご使用いただくために、信頼
性保証体制・生産体制を強化していきます。
また、原材料の調達等に対するリスク管理と
その予防措置にも万全を期していきます。

外部委託製造業者、供給者並びに販売業者に
対する監査18件（書面・実地）実施
国内外当局からの定期/更新監査を受審。重大な
指摘はなく、マイナーな指摘や指導に対し改善
を実施
定期的なマネジメントレビューによりGMP適合
性と品質文化醸成を確認
品質文化醸成の評価として、工場独自の定量的
評価指標を設定
在庫管理の高度化に向け、システム構築を継続

マテリアリティ 目指す姿 2025年3月期実績※1

医療ニーズに対応した医薬品等をグロー
バルに展開することを推進するとともに、
製造販売元として、医薬品等の安全性・
有効性や当社製品に関わる疾患に対する
適切な認知を得るために、情報提供の充
実に努めていきます。

収集・評価した安全性情報に基づき、添付文書と
医薬品リスク管理計画書を改訂
新製品上市や販売会社変更に伴う安全性監視体
制を構築
年間計画に基づき安全管理担当者への教育研修を
定期的に実施
育薬につながるエビデンス創出として、論文投稿
5件、学会発表4件
製品の育薬に関連した共同研究10件を実施・継
続し、新たなエビデンスを構築
販売会社と協働しセミナーや説明会を開催（国内
共催セミナー11回）
医師への情報提供、一般向けの疾患啓発を目的に、
疾患啓発サイトをリニューアル

販売  P29

医療アクセスの
拡大と質の高い
医療情報の
適切な提供

コーポレート・ガバナンス  P41
コンプライアンス・リスクマネジメント  P51

役職員一人ひとりが法令遵守のみならず、
高い倫理感を持って行動する経営を推進
するとともに、実効性の高いコーポレート・
ガバナンス体制の整備に継続的に取り組
みます。

SKKグループコンプライアンス行動規範を海外
子会社へ展開
コンプライアンス意識の醸成のため、行動規範
研修、意識調査アンケートを実施（毎年1回）
コンプライアンス関連の対面研修及びEラーニング
（贈収賄防止、著作権）を実施
腐敗行為・贈収賄防止の遵守状況に係る自己点
検を実施
プロモーションコード、公正競争規約、厚生労働省
通達等に係る社内教育研修を25件実施
適正な製品プロモーションや情報提供活動の推
進のため、プロモーション資材を審査するととも
に、情報提供活動をモニター
社外役員会において、人的資本経営に向けた当
社取り組みについての議論を継続
外部機関を利用した取締役会実効性評価の実施

倫理的で公正な
事業活動と
コーポレート・
ガバナンスの
強化

社会貢献活動  P38
人材  P39

人材を重要な企業資産のひとつである
と捉え、新しい価値を創造できる人材の
育成に取り組むとともに、多様な社員の
活躍が当社の持続的な成長の原動力と
なるよう、全ての社員が能力を十分に
発揮できる環境・制度・仕組みの整備を
進めていきます。

従業員エンゲージメントサーベイを実施（毎年1回）
シニア層および再雇用社員のモチベーション向上
のため、再雇用制度を見直し
従業員が当社で働く意義を理解し貢献意欲が向
上するための社内交流の場として、タウンホール
ミーティングを実施
工場社員のワークライフバランス改善と安全強化
を目的とした勤務間インターバルガイドライン運用
社員の健康促進活動として、毎年1回のストレス
チェックの結果等を踏まえ、改善ケアを実施
治療と仕事の両立を支援するため、全社員対象
の3大疾病サポート保険に加入

多様な人材の
活躍推進と育成

環境方針と取り組み  P34
気候変動に関連する情報開示  P35

生物多様性の取り組み  P37

社会の一員として、環境対策と事業成
長を両立させることを目指し、環境関連
法令等を遵守することはもとより、環境
負荷の少ない事業活動への取り組みを
推進していきます。

高萩工場へカーポート型メガソーラー太陽光発
電設備を導入
エネルギー使用量の継続的削減（エネルギー使
用にかかる原単位の5年間平均98.9%：省エネ
評価※2Sクラス相当）
二酸化炭素排出量削減（前年比60.4%減※3）を達成
国内4事業所で二酸化炭素フリー電力を調達
海外子会社でのカブトガニの放流・保護活動を継続
TNFDフレームワークに沿った初期分析（生物多
様性、水）を実施

環境に配慮した
企業活動の推進

※1 2025年3月期以降の実績についても一部記載しています。
※2 省エネの結果に応じてS（優良事業者）・A（一般事業者）・B（停滞事業者）へのクラス分けを行うもの。Sクラスの
　　 事業者は、優良事業者として経済産業省のホームページで公表されます。
※3 電力メニュー切り替えの影響で二酸化炭素排出量が大きく削減されました。

マテリアリティの詳細はこちらをご覧ください。

https://www.seikagaku.co.jp/ja/
sustainability/materiality.html

6

6

5

4

3

品質を確保した
医薬品等の
安定供給

2

真に有用な
医薬品等の創製1

ステップ1

ステップ2

ステップ3

マテリアリティの特定プロセス

マテリアリティ
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前中期経営計画
収益基盤の強化

次期
中期経営計画

Next Stage
本中期経営計画

2023年3月期～2026年3月期

成長を実現する期間

経営基盤

社員エンゲージメントの向上／組織強化・人材育成

アンメットメディカルニーズ
既存領域（整形・眼科）　　 新規領域

様々なモダリティの特性に合わせて、糖質をデザイン

最適なドラッグデリバリーシステム（DDS）の提供を
可能にする革新的技術の確立

糖質技術
モダリティ

架橋技術
化学修飾技術
発酵　等

GAGの基盤技術

応用
展開

応用
展開

テーラーメイド
既存領域における新規開発

テーマの創出

新規疾患領域を含む
革新的研究テーマの創出

アライアンスの推進

P18

腰椎椎間板
ヘルニア治療剤
SI-6603の

製品価値最大化

P18

独自の創薬技術を
活かした研究開発

の加速

P19

関節機能改善剤の
事業価値
維持・向上

P20

グローバル
生産体制の構築

P20

遺伝子組換え技術
による

LAL事業拡大

経過観察期間
（1年間） 上市申請準備 承認申請 承認取得

〈上市までのステップ〉

SNA※社との連携による迅速かつ確実な承認申請、承認取得に向けた審査対応
当局とのタイムリーかつ密なコミュニケーション

販売提携先と連携した販売準備
安定供給体制の構築

≪直近の市場環境≫
主力製品である関節機能改善剤の国内市場は、高齢者人口が増加傾向にあるものの、外用薬や内服薬の処方拡大に
より数量ベースでは横ばいで推移しており、金額ベースでは薬価引き下げの影響を受けて縮小傾向。
国内市場における当社製品の需要は、競合品の販売終了等により、引き続き高まる傾向。
海外の主力市場の一つである米国市場については、トランプ政権による関税や薬価引き下げ政策の影響が不透明な
状況。今後、販売提携先とも連携をとりながら動向を注視。
中国市場については高齢化により伸びていくと想定しており、当社製品の需要も増加傾向。 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

重点施策の概要

腰椎椎間板ヘルニア治療剤SI-6603の製品価値最大化Ⅰ

独自の創薬技術を活かした研究開発の加速 Ⅱ
当社の保有するGAG※に関する技術を活かし、患者の方々に必要な製品を創出するとともに、
パイプラインリストの着実な進展を目指します。 

本中期経営計画期間中の承認申請・承認取得及び上市を目指します。

米国食品医薬品局（FDA）へ行った生物製剤承認申請が受理される（2024年5月）
FDAによる審査行程のひとつである公聴会で本剤のリスク＆ベネフィットについて議論され、承認への支持を多数得る
（2025年1月）
FDAより審査完了報告通知を受領（非承認）。有効性及び安全性を含む臨床試験結果等に関連した懸念は表明されなかった
ものの、製造施設及び原薬・製剤の管理について指摘事項が示される（2025年3月）

進捗状況

※ セイカガク ノース アメリカ コーポレーション

中期経営計画の概要（2023年3月期～2026年3月期）
2023年3月期からの4ヵ年を「成長を実現する期間」として定め、前中期経営計画期間に強化した基盤の
もと各重点施策を推し進めることで、持続的に成長軌道を描き続けるための実力を養います。

重点施策
要素となります。事業の中核を担う人材の育成や、能力向

上を促進する環境を醸成するための投資を積極化させ、

持続的な成長を実現するための基盤強化・改善を図ってい

きます。

※ GAG：グリコサミノグリカン。複合糖質の構成成分のひとつ（ヒアルロン酸や
コンドロイチン硫酸等）。 

販売準備を進め、医療現場への早期浸透による製品価値の

最大化を図ります。（腰椎椎間板ヘルニア治療剤SI-6603の

開発状況及び特徴はP23「開発パイプライン」を参照）

新薬の創製を目指します。また、これらの成功確度を高め、

早期進捗を図るために各種アライアンスを推進します。

　腰椎椎間板ヘルニア治療剤SI-6603の米国における承認

取得及び上市を実現するため、 迅速かつ確実な承認申請、

審査対応を行います。また、販売提携先との密な連携のもと

　当社が保有するGAGに関する基盤技術を応用展開する

ことで、既存領域における新規開発テーマや新規疾患領域

を含む革新的な研究テーマの創出に注力し、 アンメット

メディカルニーズを中心とした患者の方々が真に必要とする

　持続的に成長軌道を描くための実力を養うべく、5つの

重点施策に取り組んでいます。

　また、重点施策を実行するうえで、社員エンゲージメント

の向上や組織強化・人材育成は経営の基盤となる重要な
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関節機能改善剤市場における当社製品価値の最大化

経営を支える事業価値の維持・向上

生化学工業 高萩工場（日本、茨城県） DALTON CHEMICAL LABORATORIES, INC.
（カナダ、トロント）

遺伝子組換えエンドトキシン
測定用試薬
「PyroSmart NextGen
（パイロスマート ネクストジェン）」

中期経営計画の詳細 

https://www.seikagaku.co.jp/ja/ir/
management/midtermplan.html

P31 「国内生産拠点の概要」参照

P58 「海外子会社」参照

P58 「海外子会社」参照

SI-6603　 　 コンドリアーゼ

Gel-One　　 架橋ヒアルロン酸

Gel-One　　 架橋ヒアルロン酸

SI-722　　　 ステロイド結合コンドロイチン硫酸

第Ⅰ相 申　請 承認取得第Ⅲ相第Ⅱ相

〈医薬品〉

腰椎椎間板ヘルニア

変形性関節症（膝関節）

変形性関節症（股関節）

間質性膀胱炎

米　国

日　本

日　本

米　国 第Ⅰ/Ⅱ相第Ⅰ/Ⅱ相

〈医療機器〉

（2025年8月20日現在）

開発コード・物質名 適応症 開発地域

原価改善

SI-449　 　 コンドロイチン硫酸架橋体

パイロット試験 ピボタル試験 申　請 承認取得

〈医療機器〉

癒着防止材 日　本

開発コード・物質名 品　名 開発地域

〈パイプラインリスト〉 

一部製品の製造移管を含む、日本・北米の2拠点化によりグローバルな生産体制の構築を行います。

関節機能改善剤市場における当社製品価値の最大化と原価改善による事業価値の向上を図ります。
遺伝子組換えエンドトキシン測定用試薬及びグルカン測定体外診断用医薬品市場における
リーディングカンパニーを目指します。

癒着防止材SI-449：国内ピボタル試験の主要評価項目及び副次評価項目において、統計学的に有意な改善効果を示す
結果を取得（2023年7月）
変形性関節症治療剤Gel-One：日本において第Ⅲ相臨床試験（膝・股関節）を開始（2025年2月）

進捗状況

遺伝子組換えエンドトキシン測定用試薬「パイロスマート ネクストジェン」に関する科学データの蓄積を継続するとともに、
ACC社と共著で論文化
グルカン測定体外診断用医薬品について、販売国拡大及び病院市場の新規開拓
ACC社の創業50周年を節目に、遺伝子組換え技術による試薬・診断薬で、革新的なソリューション（試薬、測定機器、ソフト
ウェア）を提供する企業としてブランド・アイデンティティを一新

進捗状況

関節機能改善剤アルツの安定供給維持に向けた増産体制構築の推進
原価改善を目的とした製品資材の仕様変更への対応
関節機能改善剤ジョイクルの安全性情報等の収集及び提供の体制維持

進捗状況

DCL社での製造体制構築の推進 進捗状況

関節機能改善剤の事業価値維持・向上Ⅲ

グローバル生産体制の構築Ⅳ

遺伝子組換え技術によるLAL事業の拡大Ⅴ

かつ効率的な製造体制のもと安定供給のさらなる強化を

図ります。

海外子会社ダルトン ケミカルラボラトリーズインク

（DCL社）と当社高萩工場の2拠点化を図ることで、適切

　海外子会社アソシエーツ オブ ケープコッド インク

（ACC社）との連携のもと、 遺伝子組換えエンドトキシン

測定用試薬「パイロスマート ネクストジェン」を活用し信頼

できる科学的データの蓄積や遺伝子組換え技術を活かした

新たな診断薬の開発促進に取り組むとともに、関連企業と

の協働による測定機器やソフトウェアの開発・改良などを

行うことで、新たな価値の創造を図ります。

工程の効率化等をさらに進めてまいります。

　また、関節機能改善剤「ジョイクル」の安全性情報等の

収集及び提供を継続するとともに、2022年4月より実施

している臨床研究の結果をもとに適切な処方への貢献を

目指してまいります。

　主力である国内関節機能改善剤市場において当社製

品のプレゼンスを強化し、経営を支える基盤製品としての

事業性の維持・向上に努めます。国内医薬品は薬価引き

下げの影響を大きく受けることから、原価改善が不可欠で

あり、安定供給継続のためにも製品資材の仕様変更や製造
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生化学工業では、医薬品開発の源流から川下までのプロ

セスを密接に連携させるために、研究開発本部の傘下に

関連部門を集約した体制を構築しています。具体的には、

医薬品の候補となる物質の探索、薬効や安全性・薬物動態

の評価などを行う中央研究所、治験薬製造や製造プロセス

を設計し、工業化検討を行うCMC研究所、そして臨床開発、

承認申請、知的財産戦略までの研究開発活動を一貫した

体制のもと推進しています。生化学工業は、新製品を速やか、かつ継続的に創出する

ために、研究開発の対象物質や重点疾患を絞り込んだ効率

的な研究開発活動を推進しています。 

　創薬の対象とするのは、当社が長年携わってきた複合糖

質の構成成分のひとつであるグリコサミノグリカン

(Glycosaminoglycan 以下、GAG）です。当社は70年に

わたり、GAGの創薬研究及び生産・製剤化技術に関する

多くの経験やノウハウを蓄積してきました。現在、ヒアルロン

酸等のGAGそのものを医薬品として応用するだけでなく、

架橋技術などを用いてGAGを修飾した物質や、GAGに

働きかける酵素などの物質等も対象としています。 

　また、重点疾患領域としては、関節機能改善剤「アルツディ

スポ」や眼科手術補助剤「オペガン」等の開発を通じて

知見を有する運動器疾患領域、眼科疾患領域などを中心に、

新規領域の拡大にも注力しています。 

当社は長年にわたる研究の蓄積として、GAGの化合物

ライブラリーやGAG関連酵素群、また、それらを扱うための

多岐にわたる技術を有しており、創薬活動に積極的に活かし

ています。また、糖質科学研究者と世界的なネットワークを

構築し、大学や研究機関の初期シーズに着目した共同研究

を進めることでアライアンスの推進を図っています。 　

具体的には、運動器疾患（整形外科）、眼科疾患を対象

とした創薬に注力するとともに、GAGに関する技術を

活かした新規領域の拡大にも取り組んでいます。また、既存

製品や開発中のテーマについて、製品価値向上に向けた

検討（適応症の拡大や剤形の追加、用法・用量の変更等）も

推進しています。 　

これまでに当社では、主にGAGの修飾・加工などにより

その生理活性を高める創薬アプローチを展開しており、

これに加え、現在では、GAGを活用したドラッグデリバリー

システム（Drug Delivery System 以下、DDS）への応用に

も取り組んでいます。さらに今後は糖鎖の有する生物学的

機能に着目したアプローチも取り入れ、創薬の可能性を

高めていきます。 

　DDSについては、修飾GAGの特性を活用して、薬物の量

や放出する部位・期間を狙いどおりにコントロールする技術

の研究を進めています。低分子化合物のみならず、ペプチド

や核酸などの中分子やタンパク質などの高分子といった

様々なモダリティに合わせて糖質をデザインし、当社の保有

するDDS技術を提供することで幅広いアンメットメディカル

ニーズに対応できる創薬を目指していきます。

創薬研究の拠点である中央研究所では、先進の設備を

揃えた充実した環境のもと、研究者の創造性を高め、自助

（自らの力で切り拓く）風土の醸成を重視した運営を行って

います。

糖質科学に関する独自の知識と技術・ノウハウを創薬

研究に役立てることはもとより、アイデア探索及び新技術

開発を加速させるために国内外の大学や企業との連携も

積極的に展開しています。これらを通じて、特化した技術と

独創的アイデアをベースに、他社には真似のできない医薬

品・医療機器の創出に取り組んでいます。

CMC※研究所では、中央研究所において創製された

開発品の治験薬製造、製造プロセス設計、品質開発及び

工業化検討を行っています。研究開発段階から生産部門と

連携して開発を進めることにより、新薬開発のスピード

アップを図るとともに、日米欧の規制に対応した高品質な

医薬品・医療機器の安定的な供給につなげています。 

※ CMC：Chemistry, Manufacturing and Control
原薬及び製剤の物理化学的性質や規格、それらの製造プロセス
と品質管理を意味する。

※ GAG:グリコサミノグリカン

糖質科学

GAG
GAG
関連酵素等

修飾
GAG

※

運動器疾患
領域

●変形性関節症
●腰椎椎間板
ヘルニア等

新規
領域

眼科疾患
領域

新製品

対象物質

重点疾患

（2025年4月1日現在）

研究開発本部 中央研究所

CMC研究所

知的財産部

臨床開発部

研究開発企画部

 糖鎖基盤研究室

創薬1研究室

創薬2研究室

創薬探索研究室

安全性研究室

LAL研究開発室

薬物動態研究室

研究総務室

研究支援室

CMC開発管理室

製剤技術研究室

品質開発研究室

研究企画室

研究支援室

研究総務室

開発薬事室

薬事監査室

《研究開発本部体制》

研究開発体制・研究室について

https://www.seikagaku.co.jp/ja/
development/system.html

糖鎖科学に基づいて新たな創薬技術を
開発し、GAG及びその関連物質が関わる
標的疾患を探索する
GAGを研究基盤として新規候補物質を
作り出し、薬効・機能の評価を行うとともに、
その作用・メカニズムを研究する
生体へ投与した際の候補物質の副作用に
つながる特性を評価する
生体へ投与した際の候補物質の体内動態を
評価する
試薬及び診断薬の新規技術の探索研究から
その製造技術の開発を行う

糖鎖基盤研究室：

創 薬 研 究 室 ：

安 全 性 研 究 室：

薬物動態研究室：

LAL研究開発室：

＜主な研究室紹介＞

候補物質の原薬（医薬品の有効成分）・製剤
処方・包装及び製造プロセスを設計し、工業 
化検討を行う
治験薬の品質を保証するために、物理的化
学的性質の研究や品質評価のための試験
法を開発する

製剤技術研究室：

品質開発研究室：

＜主な研究室紹介＞

研究開発の基本方針 研究開発の方向性と今後の創薬展開

研究開発体制 創薬研究

CMC研究

生化学工業は、世界の人々の健康で心豊かな生活に貢献する
ために、専門分野とする糖質科学に特化して、独創的な医薬品
等の創製を目指しています。

研究開発

1マテリアリティ
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当社独自のグリコサミノグリカン修飾技術やドラッグデリバ

リーシステムを活用し、コンドロイチン硫酸にステロイドを結

合させた新規の化合物です。膀胱内に注入したSI -722が抗

炎症作用を有するステロイドを徐放することで、持続的に頻尿

や膀胱痛などの症状改善作用を発揮すると考えられます。

　米国における第Ⅰ/Ⅱ相臨床試験については、新型コロナウ

イルス感染症拡大に伴い試験スケジュールに遅延が生じまし

たが、2021年1月に被験者組み入れが完了し、本試験におい

て患者の方々での忍容性が確認されました。現在、取得した

データをもとに次相試験について検討を行っています。

当社独自のグリコサミノグリカン架橋技術を用いて創製した、

コンドロイチン硫酸架橋体を主成分とする粉末状の医療機器です。

水分を吸収し膨潤する特性を有しており、撒布後に手術創部と周

辺組織の間でバリアとなることで、外科手術における術後癒着の

防止効果が期待されます。本テーマは国内のみならず、グローバル

展開を視野に入れて開発を進めていきます。

　2020年5月より実施している消化器外科領域におけるピボタ

ル試験において、2023年7月に主要評価項目である術後癒着の

有無及び副次評価項目である癒着の程度・範囲において、統計学

的に有意な癒着防止効果を示す結果を取得しました。また、安全性

についても、顕在化した問題は認められませんでした。

　なお、適用範囲の拡大を目的とした婦人科領域におけるパイロット試験において、安全性と操作性に大きな問題は認めら

れませんでした。

　本材は日本において、2025年8月に製造販売承認の申請を行いました。 

コンドリアーゼを有効成分とし、椎間板内に直接注射する腰椎椎間板ヘルニア

治療剤です。全身麻酔の必要がなく、手術療法と比較して患者の方々への身体的

負担が小さいという特徴を有しています。本剤は1回の注射で椎間板内圧を低下

させ、神経根の圧迫を軽減させることで、腰椎椎間板ヘルニアの症状の改善が期

待できることから、新たな治療選択肢として、患者の方々の生活の質の向上に貢献

できるものと考えています。

　国内では、2018年3月に「ヘルニコア椎間板注用1.25単位」として製造販売承

認を厚生労働省より取得し、同年8月1日に発売しました。

　2024年3月に米国において行った生物製剤承認申請（BLA）について、2025年

3月に米国食品医薬品局（FDA）より審査完了報告通知を受領し、承認は得られませんでした。FDAからは、本剤の有効性及び安全

性を含む臨床試験結果等に関連した懸念は表明されず、追加の臨床試験も求められませんでしたが、主として製造施設及び原薬・製

剤の管理について追加の指摘事項がありました。今後、早期の承認取得に向けて指摘事項の対応を行い、本通知の受領から1年以

内の再申請を目指してまいります。 

　当社独自の架橋技術を用いて創製した架橋ヒアルロン酸を有効成分とする関

節注射剤です。膝関節腔内投与後、関節局所に長く残留することが確認されてお

り、1回の投与で長期の疼痛抑制効果が期待されます。

　海外では2012年以降、「Gel-OneⓇ」（米国）や「HyLinkⓇ」（台湾、イタリア）

として販売しています。

　2025年2月より変形性膝関節症及び変形性股関節症を対象疾患とし、それぞ

れ第Ⅲ相臨床試験を開始しました。

開発パイプラインリスト

SI-722（間質性膀胱炎治療剤）

SI-6603（腰椎椎間板ヘルニア治療剤）

Gel-One（変形性関節症治療剤）

SI-449（癒着防止材）

神　経

飛び出した髄核
（ヘルニア）

圧迫された
神経根

背　

骨

《投与イメージ》

《投与イメージ》

SI-722を
膀胱内投与

ステロイドを徐放する
ことで持続的な症状
改善効果を発揮

腹　壁

臓　器

SI-449を
撒布

水分を吸収し膨潤する
ことで癒着を防止

《使用イメージ》

《使用イメージ》

SI-6603　 　 コンドリアーゼ

Gel-One 　　 架橋ヒアルロン酸

Gel-One   架橋ヒアルロン酸

SI-722　　　  ステロイド結合コンドロイチン硫酸

第Ⅰ相 申　請 承認取得第Ⅲ相第Ⅱ相

〈医薬品〉

腰椎椎間板ヘルニア

変形性関節症（膝関節）

変形性関節症（股関節）

間質性膀胱炎

米　国

日　本

日　本

米　国 第Ⅰ/Ⅱ相第Ⅰ/Ⅱ相

SI-449　 　 コンドロイチン硫酸架橋体

パイロット試験 ピボタル試験 申　請 承認取得

〈医療機器〉

癒着防止材 日　本

（2025年8月20日現在）

開発コード・物質名

開発コード・物質名

適応症

品　名

開発地域

開発地域
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新薬開発の道のり・臨床試験（治験）の流れ 生化学工業と糖質科学の関わり

複合糖質を医薬品へ応用することの難しさ

知的財産戦略

公正な研究開発活動 製品の価値最適化と長期的な育薬のサポート

当社は公正な研究開発活動を実施するために、「ヒト由来

試料取扱に関する倫理審査委員会」及び「動物実験倫理委

員会」を設置しています。これらの委員会において、ヒト

由来試料を用いた試験・研究や動物実験における妥当性を

倫理的、科学的側面を含めて総合的に審査することで倫理

的配慮の徹底に努めています。

当社の技術や製品などに関する知的財産を適切に保護

することは、会社の競争力を維持するだけでなく、独創的で

高品質な医薬品・医療機器等の創製・提供を継続するために

必要不可欠なことです。当社では、知的財産を重要な経営資

源のひとつと位置付け、グローバルな知的財産戦略を推進

しています。 

知的財産部では、創薬に携わる研究・開発部門はもと

より、事業推進部門や生産部門等とも緊密に連携しながら、

知的財産（特許・意匠・商標・著作権・ノウハウなど）の権利

化、保護等に関する活動を展開しています。

当社ではメディカル活動推進室を設置し、社外専門家に

最新の科学的知見を提供する活動を推進しています。高い

倫理性と科学的専門性のもと、当社が取り扱う運動器領域や

眼科領域などの疾患情報及び製品に関する医学的エビデンス

を創出、発信することで、医療の発展に貢献しています。

GAGは、アミノ糖（窒素原子を含む糖）と、ウロン酸と称さ

れる酸性の糖（もしくはガラクトース）とが、鎖のようにつな

がったもの（糖鎖）であり、複合糖質の構成成分として生体の

なかに存在する物質です。糖鎖は、生命科学において核酸・

タンパク質と並ぶ第3の生命鎖とも呼ばれていますが、生体

内の多様な情報をつかさどる分子であるだけにその化学構

造は複雑であり、構造解析や大量合成が難しいなど、研究に

おいては他の生体物質にはない特有の困難さを持ち合わせ

ています。 

しかし、アカデミアと産業界による長年にわたる取り組み

によって、糖鎖の構造解析技術や合成技術は飛躍的に向上

してきました。また、生体内糖鎖の合成酵素や分解酵素の

遺伝子も網羅的に同定され、糖鎖の生体での恒常性維持や

病態における機能解明が進んでいます。

このような糖質科学技術の進歩は、当社の創薬研究とも

密接に結びついています。

新しい薬を創るためには様々な試験を行い、有効性や

安全性を評価する必要があります。臨床試験（治験）とは、

基礎研究、非臨床試験などの研究過程を経て、薬の候補が

実際に人に役立つかどうかを確認する試験のことです。

臨床試験は、通常3つのステップに分けられ、厳しい基

準に従って、病院などの医療機関において被験者（健康な

人や患者の方々）の同意を得たうえで行われます。 

最初のステップである第I相臨床試験（フェーズⅠ）は、

通常、少数の健康な方々を対象に被験薬の薬物動態

（吸収、分布、代謝、排泄）や安全性（有害事象、副作用）に

ついて検討することを主な目的として実施されます。次の

第Ⅱ相臨床試験（フェーズⅡ）では、少数の患者の方々を対

象として有効性・安全性・薬物動態などを検討し、有効で

安全な投薬量や投薬方法を確認します。最後の第Ⅲ相臨

床試験（フェーズⅢ）では多くの患者の方々を対象に既存薬

などとの比較試験を実施して、有効性と安全性について

の客観的な検証を行います。 

薬の候補物質の発見から、新薬として承認を取得する

までには、一般的に10年以上の期間を要します。臨床試

験は、この長く厳しい新薬開発の過程の中で承認を申請

できるかの鍵を握る重要なステップといえます。

当社は経営信条に「学問尊重の理念のもとに、糖質科学を

基盤として有用で安全な製品を創造し、広く世界に供給して

人類の福祉に貢献する。」と掲げており、糖質科学を経営基

盤の中心として位置づけるとともに、学問尊重の姿勢を貫い

ています。これには、当社の成り立ちが深く関わっています。

1950年に当社は世界で初めて、GAGの一種であるコン

ドロイチン硫酸の工業化に成功しました。これが糖質科学を

中心とした現在のビジネスの基盤となっています。このコン

ドロイチン硫酸の製造を皮切りに、医薬品原体や試薬・診断

薬へも事業を拡大するなかで、糖質科学関連のアカデミア

や研究機関との繋がりを深めてきました。

このようなアカデミア等との密接な関係のなかで得られ

たのが、GAGの一種であるヒアルロン酸を医薬品に応用

するというアイデアでした。その後、長きに渡る研究開発を

経て、ヒアルロン酸を主成分とする世界初の関節機能改善

剤「アルツ」の開発に成功しました。また、GAGを分解する

酵素であるコンドリアーゼを用いた腰椎椎間板ヘルニア

治療剤 「ヘルニコア」の開発も、アカデミアとの協調に端を

発するものです。 

当社は今後も糖質科学に軸足を置き、大学や研究機関

などとの連携を推進しながら、糖質科学領域における研究

成果をもとに医薬品・医療機器を創出して、世界の患者の

方々に提供できるよう努めていきます。

※TATENOは、研究所の所在地
（東京都東大和市立野）より命名。

《新薬研究開発のプロセス》

知的財産戦略　基礎研究から承認申請まで様々なプロセスに関与

基礎研究
2～3年

非臨床試験
3～5年

臨床試験（治験）
3～7年

承認申請と審査
約1年 承認と販売 製造販売後調査・

試験（第Ⅳ相）

1 2 3 4 5 6

薬の候補となる新規
物質の発見と創製

・新規化合物の合成
・標的分子の探索
・スクリーニング
・製剤化研究

厚生労働省へ
の承認申請と
専門家による
審査

厚生労働省に
よる承認と薬
価基準収載

発売後の安全
性や使用法の
チェック

新規物質の有効性と
安全性の研究

人を対象とした有効性と安全性の確認

＜非臨床試験＞
・薬効薬理試験
・薬物動態試験
・安全性試験

＜ＣＭＣ＞
・医薬品製剤設計、工業化検討
・試験法開発
・治験薬品質保証

第Ⅰ相
（フェーズⅠ）

少数の健康な
人を対象に副
作用などの安
全性について
確認

少数の患者さ
まを対象に有
効で安全な投
薬量や投薬方
法などを確認

多数の患者さ
まを対象に有
効性と安全性
について既存
薬などと比較

第Ⅱ相
（フェーズⅡ）

第Ⅲ相
（フェーズⅢ）

「TATENOフォーラム」は、新規アイデアや技術創出に関する研究成果を共有することを目的として、毎年
中央研究所で開催している社内発表会です。研究所だけでなく、他の事業所に所属している社員も積極的に
参加しています。
毎年多くのポスター発表やプレゼンテーションがエントリーされており、各研究テーマの将来性や医療

ニーズへの貢献度について議論を交わす場となっています。オープンディスカッションを通じて精度をより
高めていくことで、将来の開発テーマ候補の創出に力を入れています。
今後も、社員同士での意見交換や情報共有等による交流を深め、研究開発力や技術力の向上に繋げる

ことで、真に求められる医薬品等
の開発テーマの早期創出を目指し
ていきます。

新薬の種を育てる「TATENOフォーラム」

プレゼンテーション ポスター発表

TOPICS

研究開発
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信頼性保証体制

グローバル基準の品質マネジメントシステム

安全管理

　生化学工業は、GxP※と呼ばれる各種基準を含む各国の

薬事法規制を遵守することにより、研究開発から製造販売

後まですべての段階において、品質及び信頼性の確保に最

大限注力しています。国内では、「医薬品、医療機器等の品

質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（薬機法）」に

基づき、薬事に関する責任を有する役員（責任役員）主導の

もと法令遵守体制を構築・運用するとともに、製造販売業

者として三役（総括製造販売責任者、品質保証責任者、安

全管理責任者）体制を構築して、適切な品質管理及び安全

管理業務を行っています。

　今後も世界中の患者の方々が求める医薬品・医療機器

を確実に提供し続けるため、最新の規制に対応した、グロー

バル基準の品質保証・安全管理を実施する信頼性保証体

制の維持・向上に努めていきます。

　当社は、高品質な医薬品・医療機器を安定的に供給す

るために、品質方針に基づき、世界に通用する品質マネジ

メントシステムを構築しています。開発段階では安全性、

有効性に関する非臨床試験の実施基準及び臨床試験の

実施基準に基づき信頼性を保証しています。また、販売後

には、法規制の遵守や品質保証体制の維持を担保するた

めに、毎年計画的に自己点検や内部監査を実施し、品質マ

ネジメントシステムの運用状況を確認するとともに、必要

に応じて是正措置・予防措置を迅速に講じています。

　さらに当社は、ヒアルロン酸ナトリウムを素材とした変

形性膝関節症及び肩関節周囲炎治療用粘弾性製品の開

発、製造及び販売に関して、1998年2月よりISO13485

の認証を取得し維持しています。当社では構築した品質

マネジメントシステムに則って、製品の設計開発から販売

後の段階まで、品質を厳密に維持・管理しています。

医薬品の発売後には、開発段階では予測できなかった

副作用等が明らかになることがあります。当社は製造販売

後の安全管理基準（GVP）を遵守し、医療現場で処方され

た医薬品に関する副作用情報等を迅速かつ適正に収集・

評価し、必要に応じて規制当局への報告や医療関係者・患

者さまへフィードバックするファーマコビジランス（医薬品

安全性監視）活動を実施しています。これらの活動により、

副作用の拡大を未然に防止し、医薬品に関する安全性確

保と適正使用を推進しています。※ GxP：Good ＊＊＊ Practice（適正＊＊＊基準）の略。医薬品・
医療機器の研究開発から製造販売後において、製品の有効性、
安全性、品質を確保するために定められた各基準の総称。

薬事部
（総括製造販売責任者）

責任役員

薬事監査室

生 産開 発研 究 販 売（販売提携先）

回
答

安全管理部
（安全管理責任者）

品質保証部
（品質保証責任者）

品
質
情
報

市
場
出
荷

可
否
判
定

製
造
・

出
荷
報
告

意見尊重・法令遵守のための措置実施

製品の流れ 情報の流れGxP監査・自己点検 三役体制

回
答

安
全
性

情
報

安
全
性

情
報

連携

《信頼性保証体制》

連携連携

意見申述

・薬機法：
医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律
・GLP：Good Laboratory Practice
安全性に関する非臨床試験の実施の基準
・GCP：Good Clinical Practice
臨床試験の実施に関する基準
・GMP：Good Manufacturing Practice
医薬品の製造管理、品質管理の基準
・GVP：Good Vigilance Practice
製造販売後の安全管理基準
・GQP：Good Quality Practice
製品の品質管理の基準
・GPSP：Good Post-marketing Study Practice
製造販売後調査・試験の実施の基準
・QMS：Quality Management System
医療機器及び体外診断用医薬品の製造管理及び品質管理の基準に関する省令

・ISO13485
国際標準化機構（ I n t e r n a t i o n a l  O r g a n i z a t i o n  f o r  
Standardization）によって定められた、医療機器の設計・開発、製
造などの要求事項を規定した国際的な品質マネジメントシステムの
規格です。日本においては、医療機器及び体外診断用医薬品の製造
管理及び品質管理の基準に関する省令にも採用されています。

1

基礎研究

2

開　発

3

承認申請

４

製造、品質管理、
情報提供及び
製品の市場供給

ラ
イ
フ

サ
イ
ク
ル

医
薬
品

医
療
機
器

法
規
制

・薬機法
・ＧＬＰ
・ＧＣＰ
・治験薬ＧＭＰ

・薬機法
・ＧＬＰ
・ＧＣＰ
・ＱＭＳ

・薬機法
・ＧＬＰ

・薬機法
・ＧＬＰ

・薬機法

・薬機法
・薬機法
・ＧＰＳＰ
・ＧＶＰ

・薬機法
・ＧＰＳＰ
・ＧＶＰ

・薬機法
・ＧＭＰ
・ＧＱＰ

・薬機法
・ＱＭＳ

5

製造
販売後

《医薬品・医療機器に対する法規制》

取締役 常務執行役員
信頼性保証部門管掌
岡田 敏行

生化学工業は医薬品、医療機器、医薬品原体（以下、製品）や測定機器の販売

及びサービスの提供を国内外で展開していますが、製造販売業者としての最大の

責務は承認内容と同じ品質の製品を患者さまや医療関係者の皆さまに継続して

供給することと考えています。具体的には、製品に関連する法律や規制を遵守し、

承認を受けた製造方法で規格に適合した製品を製造し、有効性、安全性を担保し、

そして、適正使用に必要な使用方法、保存方法、使用期限や製造番号など法律で

定められた製品情報を漏れなく医療関係者の皆さまに提供することです。

　また、製品自体や製品を使用した後で患者さまに安全性リスクが生じていない

かを調査し適時適切に医療現場へ情報提供することでリスクを最小化させる措置を講じることも重要です。これ

らは、まさに信頼性保証の職掌であり、当社が医薬品・医療機器製造販売業者として、患者さまの安全と健康を

守るための重要な実務を担っている部門といえます。

　当社製品の海外売上高比率は年々増加しており、事業の大きな柱となっています。現在、米国での腰椎椎間板

ヘルニア治療剤の承認取得に向けた準備を進めており、今後もその重要性は増していくと考えられます。海外

独自の各種法律や規制を正しく理解・遵守し、製品の有効性・安全性情報に関して現地販売提携先と密接に

連携を取りながら、グローバルな信頼性保証体制を確立してまいります。

　私たち信頼性保証部門は、これからも医薬品・医療機器製造販売業者の責任を確実に果たせるような体制の

確立を目指し、一人でも多くの患者さまや医療関係者の皆さまに、世界中どこにいても、同じ高品質の製品を

適正にご使用いただけるよう、製品の安全性と信頼性の維持・向上に努めていきます。

品質保証部門の果たすべき役割について

生化学工業は、安全、有用で高品質な医薬品・医療機器を継続
的に患者の方々に提供することを使命とし、法令や基準に対
応した品質保証・安全管理を実施する信頼性保証体制を構築
しています。

信頼性保証

2マテリアリティ
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医薬品・医療機器 医薬品原体

LAL事業

医薬品受託製造（CDMO※）

　LAL事業における国内展開は当社が行っており、主に注射

用医薬品や医療機器の製造工程における品質管理や、人工

透析に使用する透析液の水質管理等に使用されています。

　海外では、当社の100％子会社であるアソシエーツ オブ 

ケープ コッド インク（ACC社）が展開しています。ACC社は

1977年にエンドトキシン測定用試薬の開発を世界で初めて

成功させ、FDA（米国食品医薬品局）からの承認を取得した

会社です。米国や欧州を中心としたグローバルな販売ネット

ワークを活かし、エンドトキシン測定用試薬やグルカン測定

体外診断用医薬品を供給しており、当社の海外事業拡大に

おける重要な役割を担っています。

　また、当社は世界で初めて、天然カブトガニの血球成分の

構成因子であるC因子、B因子及び凝固酵素前駆体の3つの

組換えタンパク質からなる製品の開発に成功しました。

現在、国内及び欧米において遺伝子組換えエンドトキシン

測定用試薬「パイロスマート ネクストジェン」として販売を

行っています。

生化学工業は、患者の方々に製品を効率良くお届けする

ために、直接当社が医薬品卸会社や医療機関への販売を行

うのではなく、それぞれの製品領域で強みを持つ国内外の

企業と提携し、販売を委託しています。

販売提携先の製薬企業等は、販売に関わる規制等に

従って医師の方々に製品の有効性、安全性、品質などに関

する情報を的確かつ迅速に提供しています。当社は、販売

提携先との緊密な協力体制のもと、販売促進策の立案、

製品情報を提供するための資材制作支援、競合品情報を

含む市場環境の分析、関連学会との連携等を行っています。

これらを通じて、販売提携先の活動をサポートし、適切に

製品の市場浸透を推進しています。 

また、当社は製品ライフサイクルマネジメントの一環と

して、医療現場からのニーズを的確に捉えた製品改良に取り

組んでいます。その一例として、関節機能改善剤「アルツディ

スポ」の注射筒をガラスからプラスチックへ変更しました。

そのほか、数多くの剤型改良を実施しており、製造販売元と

して製品の付加価値向上に努めています。 

　さらに、海外における事業展開を加速させており、すでに

進出している国々での販売拡大に努めるとともに、グローバ

ルな医療ニーズに応えるために、既存品及び開発品の新規

市場への導出計画を推進しています。

　当社は独自の抽出・精製技術を活用して高純度・高品質の

ヒアルロン酸、コンドロイチン硫酸を製造し、主に医薬品や化

粧品等の原料として国内外の製薬企業等に販売しています。

　当社が製造する医薬品原体は、整形外科領域や眼科領域

で使用される医薬品の原薬として広く使用されており、近年

では再生医療領域への応用など新規用途への検討も行われ

ています。

製薬企業向けの医薬品受託製造、 開発段階における

治験薬製造及び製造条件の最適化など、製造・開発面に

おける包括的なサービスを提供する事業です。2020年に

ダルトン ケミカル ラボラトリーズ インクを子会社化した

ことにより当社事業に加わりました。

※ Contract Development and Manufacturing 　　　
Organization

医療機関・患者の方々
医薬品卸各販売提携先

2拠点分散保管
（関東・関西）

原薬製造

原材料・資材
取引先

製剤化

処方調達 販売保管製造

生
化
学
工
業

久里浜工場 高萩工場

国内

海外

《主な製品のサプライチェーン》

アルツディスポ（日本）：科研製薬株式会社

関節機能改善剤・変形性関節症治療剤　　　眼科手術補助剤　　　腰椎椎間板ヘルニア治療剤　　　内視鏡用粘膜下注入材

HyLink（イタリア）：
TRB Chemedica S.R.L.

（ティーアールビー ケメディカ社）

オペガンファミリー（日本）：参天製薬株式会社

　　 　　 　　

生化学工業

（2025年4月30日現在）

《国内外企業との主なアライアンス状況（開発品含む）》

Gel-One/VISCO-3（米国）：
Zimmer, Inc.（ジンマー社）

SI-6603（米国含む海外）：
Ferring Pharmaceuticals Inc.

（フェリング ファーマシューティカルズ社）

SUPARTZ FX（米国）：
Bioventus LLC（バイオヴェンタス社）

ジョイクル（日本）：小野薬品工業株式会社

雅節/利節/雅節一針劑型（台湾）：TCM Biotech International Corp.（ティーシーエム バイオテックインターナショナル社）

Gel-One（日本）：小野薬品工業株式会社

ヘルニコア（日本）：科研製薬株式会社

ムコアップ（日本）：
ボストン・サイエンティフィック

ジャパン株式会社

ムコアップ（中国）：
東西貿易株式会社

阿尓治（中国）：
Kunming Baker Norton 
Pharmaceutical Co., Ltd.
（クンミン ベーカー ノートン 
ファーマシューティカル社）

SUPARTZ（イタリア）：
Neopharmed Gentili S.p.A.

（ネオファーメッド ジェンティリ社）

生化学工業は、医薬品・医療機器の販売部門を持たず、製薬
企業等と提携して製品を国内外に供給するビジネスモデル
のもと事業活動を推進しています。

販 売

3マテリアリティ
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グローバル基準に適合した生産体制 製品の安定供給のために

　医薬品・医療機器の製造は、各国の最新規制を遵守し、

安定的かつ継続的に行う必要があります。生化学工業は、

高品質な製品を患者の方々にお届けするために、三極

（日本・米国・欧州）等における製造・品質管理基準を遵

守し、製造工程の厳格化に努めています。また、製造管理

や品質管理につきましては、コンピュータシステムを活

用して、記録の完全性を高めるとともに、製造工程の定期的

なチェックの徹底を通じて、人為的な誤りの排除や生産効

率の向上にも取り組んでいます。今後も継続的な改善活

動を行うとともに、グローバル基準に適合した高品質な製

品の製造供給に注力していきます。

　製品を安定的に供給することは、製薬企業にとって重要な

使命のひとつです。当社は、原料の調達先を分散するととも

に適正な在庫量を確保することで、大規模災害などのリスク

に備えています。また、製剤化を担う高萩工場では、主力の

製剤棟に地震発生時の揺れを軽減する免震構造を採用して

います。このように当社では、万一の事態に際しても、安定的

に製品を生産できる体制を整えています。

　さらに、災害発生に伴う物流網遮断による製品供給リスク

にも対応できるよう、一定量の製品在庫を確保するととも

に、関東（茨城県高萩市高萩工場内）と関西（大阪府枚方市）

の2ヵ所に医薬品の製品倉庫を分散させています。

　茨城県北部に位置する高萩工場は、当社の主力製品で
ある関節機能改善剤をはじめとする医薬品・医療機器の製
剤化を担っています。1975年の開設時には従業員28名で
スタートしましたが、1987年のヒアルロン酸製剤発売以降、
注射剤に特化した製剤工場として着実に規模を拡大しま
した。現在では約86,000平米の敷地内に5つの製剤棟を
有し、約410名が勤務しています。（2025年3月末現在） 
　また、高萩工場は、ヒアルロン酸のプレフィルドシリンジ
製剤※において世界有数の生産規模を誇っています。注射
剤は厳重な無菌性の確保が求められますが、高萩工場では
製造工程を無人化・自動化し、人による汚染リスクを最小
化しているほか、薬剤の特性等に応じた最適な滅菌方法に
対応可能な設備を有しています。 

《国内生産拠点の概要》

高萩工場（茨城県高萩市）
主に医薬品原薬（原体）を製造する久里浜工場は、1947年

に開設した歴史のある工場です。2025年3月末現在で約
130名が勤務し、高純度のヒアルロン酸やコンドロイチン
硫酸を製造しています。久里浜工場の特徴は、抽出と発酵に
よる原薬製造に特化していることです。創業当時から長年
培ってきた、コンドロイチン硫酸の高度な抽出・精製技術が
現在まで受け継がれており、ヒアルロン酸の原料となる
ニワトリの鶏冠やコンドロイチン硫酸の原料となるサメ軟
骨から、高純度の原薬を効率的に製造するノウハウを有し
ています。 
　また、腰椎椎間板ヘルニア治療剤「ヘルニコア」の有効
成分であるコンドリアーゼの製造工程も担っています。 

久里浜工場（神奈川県横須賀市）

海外の製造拠点である米国のアソシエーツ ケープ コッド インク、カナダのダルトン ケミカル ラボラトリーズ インクについては、
P58「海外子会社」にて記載しています。

※ プレフィルドシリンジ
　 製剤：あらかじめ薬液
　 を注射筒に充填した
　 キット製品

サステナビリティマネジメント

環境

社会

ガバナンス

P33

P34

P38

P41

Sustainability Progress

生化学工業は、国内に2ヵ所の医薬品製造工場、米国にエンド
トキシン測定用試薬の製造工場、カナダにCDMO事業に関
する工場を有し、高品質な製品を安定的に生産しています。

生 産

2マテリアリティ

3 2SEIKAGAKU CORPORATION 2025SEIKAGAKU CORPORATION 20253 1

財務・会社情報価値創造の基盤価値創造Profile



　当社は、地球環境保全の重要性や製造活動を担う責任を

強く認識し、環境関連法令等を遵守するとともに、環境負荷

の少ない事業活動を自主的に推進しています。これまでの

省エネルギー活動を継続するとともに、水資源の効率的な利

用や廃棄物の削減・再資源化などの取り組みを強化すること

で環境対策と事業成長を両立させることを目指します。

　2023年4月の省エネ法改正を受けて、従前の省エネル

ギー活動の推進に加え、二酸化炭素排出量削減と需要最

適化を活動目的に加えることを目的として、省エネ推進委

員会をエネルギーマネジメント委員会に改組しました。同

委員会では、エネルギー使用状況を管理するとともに、各

事業所において定めたエネルギー削減目標を達成するた

めの改善施策やエネルギーマネジメントに関する教育訓練

を実施しています。さらに、年度毎のエネルギー使用量、二

酸化炭素排出量の実績及び削減施策を同委員会が取りま

とめ、経営会議に報告し審議を行うなど、全社レベルで実効

性を高める体制を整えています。生産事業所で最もエネル

ギー使用量が多い高萩工場では、A重油ボイラーを高効率

のLNGボイラーへ更新し、燃料転換を図ったことで熱効率

を向上するとともに二酸化炭素排出量を削減しました。さら

に、生産事業所と研究所施設における照明設備のLEDへの

切替え、空調用チラーの更新、排熱の再利用等の取り組み

によりエネルギー使用量のさらなる削減に努めています。

　このように全社一丸となったエネルギーマネジメント

活動を持続的に積み上げていくことで、増産によるエネル

ギー使用量の増加を超えるエネルギー効率改善を実現し、

2025年3月期までの過去5年間のエネルギー平均削減率

は目標値を達成しています。また、サプライチェーン全体で

の二酸化炭素排出量を把握するため、Scope3を算定し

当社ウェブサイトに公開しました。今後は重要カテゴリを

優先とした算定の精緻化や段階的な削減を図るとともに、

サプライチェーン全体を通じた環境負荷低減のため、製品

資材の切り替えや廃棄物の再資源化にも取り組んでいき

たいと考えています。

　当社は、サステナビリティに関する活動を推進するため

に代表取締役社長を責任者とし、管理部門管掌役員を委員

長とするサステナビリティ推進委員会を設置しています。

本委員会では、サステナビリティに関する活動の方針や、推進

施策等を審議し、進捗状況の検証と評価等を行います。

なお、重要な事項については、経営会議での審議を経て、

取締役会において報告・検討しています。

生化学工業は、「独創 公正 夢と情熱」を経営綱領の

モット一に掲げ、「学問尊重の理念のもとに、糖質科学を

基盤として有用で安全な製品を創造し、広く世界に供給し

て人類の福祉に貢献する」ことを経営信条として、社会と

ともに持続的に発展することを目指します。

　その取り組みにあたっては、生命関連企業としての社会的

使命及び責任を深く自覚した高い企業倫理のもと、多様な

ステークホルダーからの期待に応えることに加え、公正で

誠実な関係構築を意識した行動を実践します。

　これらを踏まえ、独創的な研究開発活動から生み出され

た真に有用で高品質な製品を安定的に提供することを通

じて、世界で存在価値のある企業として成長するとともに、

地球と社会の持続可能な発展に取り組み、世界の人々の

健康で心豊かな生活に貢献してまいります。

サステナビリティ基本方針

環境負荷低減と二酸化炭素排出削減に向けた取り組み
サステナビリティ推進体制

①取締役会
経営の基本方針、中期経営計画や事業計画等に関わる重要
事項について、意思決定と指示監督を行います。

②経営会議
重要な契約締結、社規社則の制定、業務執行計画の策定及び
変更等の会社経営に関わる重要事項を審議し決定します。

③サステナビリティ推進委員会
サステナビリティの推進に関する基本方針及び推進施策の
策定、進捗の検証と評価、並びに指導と教育を行います。当該
委員会は原則として事業年度に2回開催され、議事や審議結
果は委員長がその必要性を判断し取締役会及び経営会議に
付議または報告されます。

環境・社会・ガバナンス（ESG）に関するデータの公開
https://www.seikagaku.co.jp/ja/sustainability/
esgdata.html

高萩工場へのカーポート型メガソーラー太陽光発電の導入

TNFDフレームワークに沿った初期分析（生物多様性、
水に関する依存と影響）

2030年二酸化炭素排出削減目標達成のための施策の
推進（低炭素エネルギー調達、設備更新、運転効率改善、
照明LED化促進 等）
P34

SKKグループコンプライアンス行動規範を海外子会社へ展開

サステナビリティ委員会における議論充実（「3年間の
サステナビリティ活動の振り返り」「人と風土」）

社外役員会において、人的資本経営に向けた当社取り
組みについての議論を継続

外部機関を利用した取締役会実効性評価の実施

社内交流の場として、タウンホールミーティングを開催

従業員エンゲージメントサーベイの実施

2024年EcoVadisサステナビリティ評価で「ブロンズ」を獲得※
https://www.seikagaku.co.jp/ja/sustainability/
external_evaluation.html

取締役会

経営会議

各マテリアリティの主管部門

責 任 者

委 員 長

委   員

オブザーバー

事 務 局

代表取締役社長

管理部門管掌役員

常勤取締役、執行役員

常勤監査役

経営企画部長

：

：

：

：

：

サステナビリティ推進委員会

指示 報告

連携

リスク
管理委員会

コンプライアンス
推進委員会

2025年3月期の実績

二酸化炭素排出削減施策の実行
（設備の代替更新、再エネ調達等）

サプライチェーン上のリスク評価プロセス確立

取引先とのコミュニケーション充実

新しい価値を創造できる人材の育成と開発

全ての社員が能力を十分に発揮できる
環境・制度・仕組みの整備

今後の取り組み

生化学工業は、地球環境問題が重要な課題であることを認識し、持続可能な社会の
実現に貢献していくことは企業の使命と捉えています。私たちは、製薬企業として、
また社会の一員として、環境対策と当社の成長を両立させることを目指し、環境
負荷の少ない事業活動への取り組みを推進していきます。

環境方針と取り組み

https://www.seikagaku.co.jp/ja/sustainability/policy.html〈環境方針〉

※EcoVadis（エコバディス社）は、「環境」「労働と人権」「倫理」「持続可能な資材調達」
　の4分野に関する独自の評価基準により、世界180カ国、13万社以上の企業において
　サステナビリティ・サプライチェーンの評価を行っており、ブロンズ評価は上位35%の
　企業に与えられる（2024年時点）。

※ディマンド・レスポンス：電力利用者が賢く電力使用量を制御することで、電力需要パターンを
　変化させること

　当社は、二酸化炭素排出量の削減目標達成に向けて、エネルギー使用状況を管理し、効率的なエネルギー利用を実現する
ための施策に全社で取り組んでいます。具体的には、エネルギー使用量の視える化や、使用状況に基づく改善活動により、エネ
ルギー利用を最適化しています。高萩工場では「2030推進委員会」を編成し、計画立案と施策実行に取り組んでいます。
　2025年2月には、生産に必要な電力の一部に再生可能エネルギーを活用するため、駐車場にカーポートタイプの太陽光発
電設備を導入しました。これにより、駐車スペースを有効活用し、再生可能エネルギーを自家発電で確保することが可能
となり、二酸化炭素排出量の削減とコストの抑制を同時に達成することができます。
加えて、研究所におけるディマンド・レスポンス※対応、二酸化炭素フリー電力調達
など、エネルギー利用を最適化するための様々な取り組みを全社で進めています。
今後もエネルギーマネジメント体制を強化し、全社的なエネルギー最適化と持続可能
な事業運営の実現を目指します。

省エネからエネルギーマネジメントへ

TOPICS

高萩工場カーポート型
太陽光発電設備
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　リスク管理は、経営リスク管理規定に基づき、各部門が

リスク・機会に対応する取り組みを実施しています。気候

変動関連のリスクに関しては、2021年12月に設置された

サステナビリティ推進委員会とリスク管理委員会で情報

を共有しながら、事業リスクとして統合・管理し、重要リス

クについては定期的に取締役会に報告します。

気候関連のリスク・機会の重要性評価に向け、以下の

スキームにより、「移行リスク」「物理リスク」「機会」の区分で

シナリオ特定と評価を実施しました。気候変動に関する政府

間パネルIPCC※1と国際エネルギー機関IEA※2が提示する

シナリオ※3に加え、社内外の情報を精査し、気候関連の

リスク/機会がもたらすビジネス・戦略・財務への潜在的な

影響度を評価しました。

　当社は、サステナビリティ基本方針に基づき当社の持続

的な成長と持続可能な社会の実現の観点から、優先的に取

り組むべき重要課題を取締役会で特定し決議しています。

主にサステナビリティに関する課題を取り扱うために、

サステナビリティ推進委員会を設置し、同委員会においては

気候変動課題における活動方針、推進施策等の審議や、進捗

状況の検証と評価等を原則事業年度に２回実施します。 

また、リスク管理委員会で評価した全社リスクのうち、気候

変動関連に係るリスクや機会については、サステナビリティ

推進委員会でも討議し、取締役会に報告されるとともに、取

締役会はその進捗状況をモニタリングし、監督しています。

なお、サステナビリティ推進委員会及びリスク管理委員会の

責任者は代表取締役社長が務めています。

ガバナンス 

戦略

リスク管理

Step1
気候変動基礎情報の

収集と分析

Step2
気候変動シナリオの

仮説設定

Step3
各シナリオにおける
リスク／機会分析

Step4
財務インパクトの
定性的な評価

シナリオ分析スキーム

0

10,000

20,000

30,000
（t-CO2）

当社の二酸化炭素削減目標

指標と目標

※1 IPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change）：
　　国連気候変動に関する政府間パネル
※2 IEA（International Energy Agency）：
　　国際エネルギー機関
※3 当社では以下のシナリオを基にリスク/機会分析をしています。
　　2050年実質ゼロ排出量シナリオ（NZE）：気温上昇1.5℃
　　公表政策シナリオ（STEPS）：気温上昇4℃

移行リスク
中長期的なシナリオに基づくリスク/機会分析

機会/リスク 財務影響度
 1.5℃ / 4℃ 対応/レジリエンス内容 期間

省エネ、再エネの導入・拡大等を推進し、炭素税負担額の
低減及び原料使用量の削減等の取組によるコスト低減

炭素税の導入等の規制強化に
よるコストの上昇

環境配慮型原料の導入等による
コストの上昇

サステナビリティの開示不足等に
よる投資家離れや人材獲得機会
の低下（レピュテーションリスク）

省エネ、再エネの導入・拡大等を推進し、炭素税負担額の
低減及び原料使用量の削減等の取組によるコスト低減

サステナビリティの積極的な情報開示による企業価値向上
及び投資・人財獲得機会の増加を企図

政策・法規制

市場

評判

中 / 中

中 / 中

中 / 小

中～長期

中～長期

短～中期

機会/リスク 財務影響度
 1.5℃ / 4℃ 対応/レジリエンス内容 期間

省エネ、再エネの導入・拡大等の推進によるコスト低減

2030年までに46%削減（2017年度比）

2050年までにカーボンニュートラルを目指す

Scope3の算定

生産設備の効率化

気候変動に起因する感染症の
拡大

感染症診断領域等の研究開発の促進

エネルギー・
資源の効率性

製品/サービス/
市場

小 / 小

中 / 中

中～長期

長期

物理的リスク

機会/リスク 財務影響度
 1.5℃ / 4℃ 対応/レジリエンス内容 期間

BCPの継続的見直しと事前対応強化及びサプライ
チェーン全体の影響評価・対応強化による被害最小化

異常気象の甚大化による生産
設備等の被災リスクや復旧・予
防措置コストの上昇及びサプラ
イチェーンの寸断による一時的
な操業停止

気候変動に起因する感染症拡大
に伴う医療ひっ迫による通院患
者減少

気候変動による生態系への影響
による天然資源原料の減少、或い
は品質の低下

通院負担の少ない長期作用薬の研究開発の促進

代替原料の研究促進及び生物由来原料から発酵等の
組み換え原料への移行

急性

慢性

慢性

中 / 大

中 / 中

小 / 中

中～長期

長期

中～長期

機会

26,084
46%削減

カーボン
ニュートラル

CO2排出量実質0

14,085

0

2017年度 2030年度 2050年度

二酸化炭素削減目標（Scope1&2：自社単体）

省エネルギー活動の徹底と啓発活動

高効率機器、太陽光発電設備の導入

カーボンフリーエネルギー、クレジットの調達

中長期的に検討対象とする実効策

TCFD提言に基づく情報開示
生化学工業は、気候変動への対応を重要な経営課題のひとつととらえ、その対策に
取り組むとともに、TCFDの推奨項目及びリスク/機会の対応状況について、
2022年6月より開示しています。 

気候変動に関連する情報開示
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生化学工業は、専門分野である糖質科学の発展に寄与する

ために、糖質科学研究に特化した、純粋に学術的な内容の

ウェブサイト「Glycoforum®」を1997年より運営しています。

糖質科学情報のポータルサイトとして、第一線で活躍する

研究者の論文や専門用語解説、糖関連学会情報などをタイム

リーに発信し、国内外の研究者から高い支持を集めています。

公益財団法人 水谷糖質科学振興財団は、糖質科学の

振興、発展を通じて人類の福祉に貢献することを目的に、

水谷當稱（元 生化学工業社長）の出捐金をもとに1992年

に設立されました。以来、国内外における糖質科学研究者

への研究助成や、糖質関連学会（国内外）の開催支援など

を行っています。2025年3月期は、16件の助成対象者に

対し、総額6,699万円の研究助成を行いました。また、23

学会に総額466万円の支援を行いました。

当社は、同財団の趣旨に賛同し、設立時より継続的にその

活動を支援しています。

生化学工業の海外子会社であるアソシエーツ オブ ケープ

コッド インク（ACC社）では、カブトガニの血球成分を原料と

する試薬の製造及び販売を事業としていることから、天然資

源であるカブトガニの保全活動を継続的に推進しています。

ACC社はアメリカ マサチューセッツ州において2025年3月

末までにおよそ138万匹のアメリカ産カブトガニの幼体を

放流しています。

　また、絶滅の危険性があると言われるアジア産カブトガニ

の個体数を維持する活動への助成を2019年より開始して

います。個体数の維持とは、卵と精子を体外受精後、生存可

能な幼体にまで成長させて自然界に放流するものです。

ACC社では、従来からこの活動に取り組み、その技術やノウ

ハウを蓄積してきました。世界の学術機関や民間研究者を

対象とし、助成の対象となる団体には、ACC社の保有する

カブトガニに関する知的所有権を無償で使用可能とする

ライセンスが供与されるほか、体外受精方法や高効率な

養殖機器の操作トレーニングも伝授されます。

保全活動と並行して、天然由来のカブトガニから採取

した血液を使用せずに製造できる遺伝子組換えエンドト

キシン測定用試薬の開発にも注力してきました。2021年

にACC社が海外向けに、生化学工業が国内向けに発売

した「パイロスマート ネクストジェン」は、生化学工業に

おける長年の研究開発の成果に基づきACC社において

製品化したものです。本製品は天然由来品と同じカスケード

経路に従うため、従来の天然由来品から本製品に置き換

えた場合でも、同じ試験方法や試験機器等で活用できる

ことが特徴です。カブトガニの個体数維持の取り組みに

加え、遺伝子組換え試薬という新しい選択肢を提供する

ことで、持続的な環境保全への貢献を図っていきます。 

　今後も当社グループは、医学・薬学の分野に多大な貢

献をしているカブトガニの保全活動を積極的に支援し、維持

可能な範囲で利用をしていくことに努めていきます。

アソシエーツ オブ ケープ コッド インクのカブトガニ保全活動と遺伝子組換え試薬開発 糖質科学研究の総合情報ウェブサイト「Glycoforum®」の運営 https://www.glycoforum.gr.jp/indexJ.html

公益財団法人「水谷糖質科学振興財団」への支援 https://www.mizutanifdn.or.jp/indexj.html

変形性膝関節症は、加齢などで軟骨がすり減り、関節に炎症や痛みが生じる
病気です。「ひざイキイキ」では、変形性膝関節症に関する基本的な知識や
診断・治療方法をわかりやすく解説しています。また、おうちでできる簡単な
トレーニングもご紹介しています。

腰椎椎間板ヘルニアに関する基本的な知識や症状を説明するとともに、診断
方法や治療方法などわかりやすく解説しています。

環境

E
社会

S
生物多様性の取り組み

変形性膝関節症に関する一般向け情報提供ウェブサイト「ひざイキイキ」

腰椎椎間板ヘルニアに関する一般向け情報提供ウェブサイト「腰ヘルニア.jp」

https://www.ehiza.jp

https://koshi-hernia.jp/

生化学工業は、生命関連企業として事業における生物多様性の重要性を認識したうえ、 
生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用に努めます。

https://www.seikagaku.co.jp/ja/sustainability/biodiversity.html〈生物多様性方針〉

社会貢献活動
生化学工業は、地域社会との調和を図り、共に発展し続けていくために、社会や環境
問題に関する取り組みを推進しています。また、「学問尊重」の理念を実践し、糖質
科学の発展を支援するグローバルな助成・後援活動を行っています。

6マテリアリティ 5マテリアリティ

患者の方々の早期受診と治療のために

TOPICS

より良い情報提供を目指し、両サイトは2024年度にリニューアルを行いました。今後も、多くの方々が早期に
受診し、適切な治療を受けられるよう、これらのサイトを通じて正しい知識と情報の発信に努めてまいります。

幼体の放流の様子

カブトガニの幼体

アメリカ
日本
イギリス
カナダ
フランス
イスラエル
オーストラリア、イタリア（各14）
オランダ、スウェーデン（各12）
アルゼンチン、スペイン（各10）
ドイツ
デンマーク、スイス（各7）
中国
ベルギー
ブラジル、フィンランド（各３）
ハンガリー、ポルトガル、台湾（各2）
オーストリア、チリ、ギリシャ、
インド、アイルランド、ナイジェリア、
スロバキア、スロベニア、
ウルグアイ（各１）

水谷糖質科学振興財団の研究費助成実績
（国・地域別 1993～2025年）

187187

131131

2020
1818
1717
1515

2424

2828

2020
141499 55
44
66 99
66

合計513件

※1 エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）の改正によるエネルギー換算係数等の見直しに伴い、
2024年3月期以降は改正後の値を記載しています。

※2 2025年3月期は、電気の基礎排出係数の算出方法の変更による電力メニュー切り替えの影響で電力由来の二酸
　　 化炭素排出量が大きく削減されました。

エネルギー使用量※1

高萩工場 久里浜工場
中央・CMC研究所 本社

CO2排出量※1※2

高萩工場 久里浜工場
中央・CMC研究所 本社

（t-CO2）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

8,4718,471

23,83123,831 23,38523,385 22,72122,721
21,36821,368

（単位：kL）

0

2,500

5,000

7,500

10,000

12,500

15,000

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

12,25612,256 11,98311,983 12,12812,128 11,750 11,750 12,01112,011
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　当社は、ダイバーシティ・マネジメントの一環として、当

社のマテリアリティのひとつ「多様な人材の活躍推進と育

成」の促進に向けた施策に取り組み、全ての社員が能力を

十分に発揮できる環境・制度・仕組みを整え、活躍を後押

しするための施策を進めています。

　当社は、人的資本の取り組みの一環として、2023年度より

従業員のエンゲージメントサーベイを実施しています。2024

年度の全社の総合満足度の結果は、判定B＋、評点3.52（5

段階評価）となりました（2023年度は判定B、評点3.41点）。

今後も定期的に実施し、諸施策の検討・実施に活用します。

　また、エンゲージメント向上施策の一つとして、2024年

度に従業員が役員とのコミュケーションを図るタウンホー

ルミーティングを複数回開催し、相互理解を深めました。

2022年度には複線型の人事等級制度を導入し、人材

適性を踏まえた配置や育成を進めています。

　当社は、社員の心身の健康保持及び職場の活性化や生

産性向上を目的として、産業医や保健師の助言・支援を適

宜受けるほか、ストレスチェックの結果を活かしたライン

ケアセミナーの開催などを行っています。2024年度には、

特別テーマとして睡眠セミナーを開催しました。

　また、社員やご家族が自由に利用できる外部相談窓口

やカウンセリングサービスを設置しており、社員自身が体

の不調やストレスに気づき、その対処法を身に付けられ

るようサポート体制を整備しています。

ダイバーシティ・マネジメント

社員のエンゲージメント向上 メンタルヘルスケア

　生化学工業は、人材を重要な企業資産のひとつと捉え、

新しい価値を創造できる人材の育成に取り組むとともに、

多様な社員の活躍が当社の持続的な成長の原動力となる

よう、全ての社員が能力を十分に発揮できる環境・制度・仕

組みの整備を進めていきます。

　当社は、経営綱領のモットーである「独創 公正 夢と

情熱」を理解・実践し、責任感を持って自らの役割を果たし

ながら自己成長ができる人を求めています。

　各人が成長できるフィールドを提供するとともに、各種

研修による体系的教育や、日々の業務を通じた職場教育、

ジョブローテーション等を組み合わせることにより、スキル

アップやキャリア形成を促進し、情熱と誇りを持って自ら

業務にあたり、成果を生み出す「自律型社員」の育成を図っ

ています。

　体系的教育のカリキュラムは下図のとおりであり、各部

門の要となる人材育成や、社員個人及び会社の成長を目的

として、若手社員から幹部社員までを対象とした各種研修

を実施しています。

　当社は、ワークライフバランスの実現に向けて、研究所や

工場を含む全事業所でフレックスタイム制度を導入している

ほか、多様な働き方の選択肢整備のために導入した在宅勤

務制度により、業務効率化による生産性向上や、災害発生時

等における業務継続にも対応できるようにしています。

　また、育児・介護を行う社員の短時間勤務制度や、失効した

年次有給休暇を長期疾病・育児・介護などに利用できる積立

休暇制度を備え、社員の生活ニーズと仕事との両立を支援

するとともに自律的な働き方を推進しています。

　その他、両工場におきましては、社員の健康と安全性向上

のために勤務間インターバル制度を運用するなど、職場環境

の改善や長時間労働の是正により、働きやすい職場づくりに

つなげています。

人材の育成 ワークライフバランス

〈研修体制〉

管理職

中堅

新人／若手

導入 部門別 全社員キャリア
 （年齢別） 階層別

投
資
教
育

ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
研
修

部
門
内
専
門
教
育
・
医
薬
英
語
研
修

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
研
修

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
研
修

考
課
者
研
修

被
考
課
者
研
修

新入社員研修
導入・実習・フォロー

管理能力開発研修

リーダーシップ
開発研修

中堅社員研修

若手社員研修

新任管理職研修

管理職研修

当社の求める人材

https://www.seikagaku.co.jp/ja/sustainability/
resource.html

ダイバーシティ・ワークライフバランス

https://www.seikagaku.co.jp/ja/sustainability/
diversity.html

社会

S
多様な人材の活躍推進と育成
生化学工業は、世界中の人々の健康で心豊かな生活に貢献し、豊かな未来を創造する企業であり続ける
ために、多様な人材の活躍推進と育成に取り組んでいます。多様な価値観や経験を尊重し、また計画的な
採用・育成・配置を行うことにより、個性を活かした活躍を支援しています。
さらに、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づき、差別やハラスメントのない職場づくりを推進し、
労働者の健康や安全に配慮した仕組みを整えることなどにより、すべての社員が快適かつ安心して働け
る環境の実現を目指しています。

5マテリアリティ

　生化学工業は、従業員一人ひとりの働きがいを最大限に引き出し、経営理念を

確実に実現することを目指しています。また、人材を最も重要な企業資産のひと

つと位置付け、新しい価値を創造できる人材の育成に注力しています。

　私たちが目指している姿は、日本で最高クラスのワークエンゲージメントを

実現し、従業員の生産性を高めることです。これにより、年齢に関係なく、すべて

の従業員がイキイキと活躍できる環境を創出します。

　当社は経営信条として、「学問尊重の理念のもとに、糖質科学を基盤として有用

で安全な製品を創造し、広く世界に供給して人類の福祉に貢献する」ことを掲げて

います。独創的な新薬を創造し、グローバルに展開するためには、既存の強みを活かしつつ、組織の在り方を

見直し、イノベーションを促進する体制づくりが必要です。

　具体的には、タウンホールミーティングを定期的に開催し、経営陣と従業員の直接対話の機会を設けて

います。また、タレントマネジメントシステムを導入し、従業員の能力や潜在性を可視化することで、適材適所の

人材配置と効果的な育成計画の策定を可能にしています。さらに、公募制度を通じて、従業員が自らのキャリア

を主体的に選択できる機会を提供しています。

これらに加え、体系的な教育研修プログラム、ジョブローテーション、日々の業務を通じた実践的な学びの

機会を設けています。「独創・公正・夢と情熱」という経営綱領のモットーを理解し実践する自律型社員の育成に

力を入れ、国際的な視野を持つ人材の育成にも注力しています。

　生化学工業は、従業員の働きがいと企業の成長が相互に高め合う好循環を生み出し、持続可能な発展

を実現していきます。

上席執行役員
管理部門担当
竹田 和史

従業員の働きがいを高め、経営理念を実現する

https://www.seikagaku.co.jp/ja/sustainability/our_policy/humanright.html〈人権方針〉
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株式会社三菱銀行（現 株式会社三菱
UFJ銀行）入社
同社リテール事務部副部長
エム・ユー・センターサービス東京
株式会社 代表取締役社長
エム・ユー・ビジネス・エンジニアリング
株式会社（現 三菱UFJインフォメー
ションテクノロジー株式会社）代表
取締役社長
日本レコード・キーピング・ネット
ワーク株式会社 常勤監査役
当社常勤社外監査役（現在に至る）

当社入社
当社総務部長
当社執行役員 総務部長
当社常勤監査役（現在に至る）

4月

5月
1月

6月

6月

6月

1987年

2010年
2013年

2018年

2021年

2024年

4月
6月
6月
6月

1988年
2011年
2015年
2022年

三菱電機株式会社入社
横浜市入庁
太田昭和監査法人（現 EY新日本有限
責任監査法人）入所
公認会計士登録
ネクストリープ株式会社 代表取締役
（現在に至る）
当社社外監査役（現在に至る）

弁護士登録
田辺総合法律事務所 入所
（現在に至る）
当社社外監査役（現在に至る）

4月
4月
10月

4月
6月

6月

1991年
1993年
1995年

1999年
2018年

2019年

4月
7月

6月

2000年
2001年

2023年

弁護士登録
長島・大野・常松法律事務所入所
Sm i t h ,  A nde r s o n ,  B l o u n t ,
Dorsett,Mitchell & Jernigan,
LLP入所
米国ニューヨーク州弁護士登録
弁護士法人大江橋法律事務所入所
（現在に至る）
当社社外監査役（現在に至る）

4月
4月
9月

1月
2月

6月

2000年
2000年
2005年

2006年
2008年

2020年

三菱化成工業株式会社（現 三菱ケミ
カル株式会社）入社
当社入社
当社取締役 試薬・診断薬事業部長
当社常務取締役 企画・生産担当
当社常務取締役 営業本部長
当社常務取締役 中央研究所長
当社代表取締役専務取締役 医薬・
機能化学品・口腔ケア事業、グライコ
フォーラム管掌 中央研究所長
当社代表取締役社長
当社代表取締役社長 兼 生産本部長
当社代表取締役社長（現在に至る）

4月

8月
6月
6月
6月
6月
6月

6月
6月
6月

1970年

1988年
1990年
1993年
1998年
2000年
2002年

2005年
2018年
2019年

ダウ・コーニング ジャパン入社
ジョンソン・エンド・ジョンソン メディ
カル株式会社（現 ジョンソン・エンド・
ジョンソン株式会社）入社
同社バイスプレジデント チーフテク
ノロジーオフィサー
当社入社 執行役員 品質保証・安全
管理・薬事監査副担当
当社常務執行役員 品質保証・安全
管理・薬事監査担当
当社常務執行役員 営業本部長
当社取締役 常務執行役員 営業本部長
当社取締役 常務執行役員 事業推進
本部長
当社取締役 常務執行役員 信頼性
保証部門管掌（現在に至る）

4月
9月

2月

9月

6月

1月
6月
6月

6月

1989年
1996年

2015年

2015年

2016年

2017年
2017年
2018年

2023年

小野薬品工業株式会社入社
武田薬品工業株式会社入社
武田グローバル研究開発センター
Inc.（現 米州武田開発センター Inc.）
ストラテジック・プロジェクト・マネジ
メント バイス・プレジデント
当社入社 理事 研究開発本部長付
当社理事 研究開発本部 臨床開発部長
当社上席執行役員 研究開発本部副本
部長 兼 臨床開発部長
当社上席執行役員 研究開発本部長 兼
臨床開発部長
当社取締役 上席執行役員 研究開発
本部長 兼 臨床開発部長
当社取締役 上席執行役員 研究開発
本部長（現在に至る）

4月
6月
8月

8月

10月
6月

6月

6月

10月

1990年
2008年
2012年

2014年
2014年
2016年

2017年

2018年

2021年

株式会社MIT入社
東京地方検察庁 検事
大阪地方検察庁 検事
福岡地方検察庁 検事
福岡法務局 訴訟検事
東京地方検察庁 検事
株式会社農林漁業成長産業化支援
機構 出向 法務部長
弁護士登録
南木・北沢法律事務所入所
（現在に至る）
当社社外取締役（現在に至る）

三菱商事株式会社入社
米国三菱商事会社 ワシントン事務所長
米国三菱商事会社 CFO 兼 コーポ
レート部門担当SVP
同社執行役員 経営企画本部 広報部長
米国三菱商事会社 取締役社長 兼
シカゴ支店長
三菱商事株式会社 常務執行役員
北米三菱商事会社 取締役社長
三菱商事株式会社 顧問（現在に至る）
公益財団法人東洋文庫 専務理事
（現在に至る）
当社社外取締役（現在に至る）

4月
4月
4月

4月
4月

4月

4月
6月

6月

1978年
1998年
2006年

2009年
2012年

2013年

2016年
2017年

2021年

4月
10月
4月
4月
4月
4月
4月

4月
4月

6月

1999年
2003年
2004年
2005年
2014年
2016年
2017年

2019年
2019年

2019年

上席執行役員
海外グループ会社担当 兼
メディカルサイエンス部担当
下島 裕司

執行役員
生産本部長
伊藤 政幸

上席執行役員
管理部門担当
竹田 和史

執行役員
事業推進本部長 兼 海外事業推進部長
友清 量自

※ 取締役である水谷 建、岡田 敏行、船越 洋祐は執行
役員を兼務しています。

※ 所有する当社の株式数は2025年3月31日現在
のものです。

取締役 監査役

社外取締役
南木 みお

【取締役在任年数】 4年
【所有する当社の株式数】 －

社外取締役
杉浦 康之

常勤社外監査役
林 秀樹

常勤監査役
鳥居 美香子

社外監査役
松尾 信吉

【取締役在任年数】 8年
【所有する当社の株式数】 23,231株

【取締役在任年数】 7年
【所有する当社の株式数】 23,831株

【取締役在任年数】 6年
【所有する当社の株式数】 －

【取締役在任年数】 35年
【所有する当社の株式数】 476,109株

【監査役在任年数】 1年
【所有する当社の株式数】 －

【監査役在任年数】 3年
【所有する当社の株式数】 14,059株

【監査役在任年数】 6年
【所有する当社の株式数】 －

【監査役在任年数】 2年
【所有する当社の株式数】 －

社外監査役
丸山 貴之

【監査役在任年数】 5年
【所有する当社の株式数】 －

代表取締役社長
水谷 建

取締役 上席執行役員
研究開発本部長
船越 洋祐

役員一覧（2025年６月20日現在）

執行役員

ガバナンス
G

社外監査役
三谷 和歌子

取締役 常務執行役員
信頼性保証部門管掌
岡田 敏行

独立役員

独立役員 独立役員独立役員 独立役員

独立役員

コーポレート・ガバナンス
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当社は、「学問尊重の理念のもとに、糖質科学を基盤とし

て有用で安全な製品を創造し、広く世界に供給して人類の

福祉に貢献する」という経営信条のもと、製薬企業としての

社会的使命及び責任を深く自覚したうえで、透明・公正な意

思決定の迅速化及び業務執行の監督機能強化を図るととも

に、コンプライアンス、リスク管理を含む内部統制システム

の整備に注力しています。これらの取り組みを通じて、重要

経営課題のひとつであるコーポレート・ガバナンスのさらな

る充実に努め、株主をはじめとするステークホルダーの皆さ

まや社会からの信頼に応える経営体制を構築することで、持

続的な成長と中長期的な企業価値向上を目指していく方針

です。

当社は、取締役会が業務執行状況を監督し、監査役会が

会計監査人及び内部監査部門と連携のうえ監査・監督する

体制が、当社にとって最も実効性が高く適切であると判断し

ていることから、監査役会設置会社を選択しています。また、

取締役会による経営の監督と業務執行機能を分離するため

に執行役員制度を導入するとともに、取締役会の決定した

基本方針に基づき、経営の重要な事項を審議する経営会議

を原則毎週1回開催しています。

取締役会は、取締役候補者・監査役候補者の選定及び取

締役の報酬等に関する事項を諮問するために、代表取締役

社長及び社外取締役全員で構成する指名・報酬委員会を設

置しています。

さらに、サステナビリティ推進委員会においてサステナビ

リティに関する活動方針、推進施策等を審議し、その取り組

みを監督するほか、コンプライアンス推進委員会がコンプラ

イアンスの実効性を高める推進施策を審議しています。ま

た、リスク管理委員会の設置により経営リスク管理及びその

予防措置を適切に行う体制を整備しています。

取締役会の構成は社外取締役2名を含む5名体制とし、

社外取締役の比率を3分の1以上とすることにより、独立的

立場での経営監督機能の向上を図っています。

取締役会では、経営の基本方針、中期経営計画や単年度

事業計画の策定、業務執行取締役の選定など、法令、定款及

び取締役会規程で定められた重要事項の決定と業務執行状

況の監督を行うために、原則として毎月開催する定時取締役

会と必要に応じて招集される臨時取締役会を開催すること

としています。

当期においては、主に中期経営計画・重要な営業戦略及

び資本政策等の経営戦略に関する事項、マテリアリティ等の

サステナビリティに関する事項、決算に関する事項、役員

人事及び報酬に関する事項、子会社に関する事項について

審議を行いました。

取締役会において十分な審議が尽くせるよう、決議事項

及び報告事項に関する資料を原則として会日の3日前まで

に配布し、取締役による事前の検討時間を確保しているほ

か、重要議案の事前説明や要請に応じて資料提供、補足説明

を行っています。

また、社外取締役2名及び社外監査役4名で構成する社外

役員会において、定期的に取締役会の実効性を分析・評価し、

その結果を取締役会に報告のうえ、取締役会運営に関する

改善を図っています。

なお、当社は、株式会社東京証券取引所に対し、社外取締

役2名全員を独立役員として届け出ています。

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を図る

ため、経営の基本方針及び中期経営計画等に基づき、取締

役会が備えるべきスキルについて指名・報酬委員会で審議

のうえ、取締役会で決定しています。役員候補者につきまし

ては、取締役会の役割、責務を実効的に果たせる体制となる

よう、特定したスキルや多様性に加え、その識見・経験・能力

及び人格を考慮し、選定しています。なお、取締役会が備え

るべきスキルは、経営環境等により刻々と変化するものです

ので、定期的に見直しています。

また、取締役の任期は、経営環境の変化に迅速に対応でき

る機動的な経営体制の構築を目的として1年としています。

社外取締役は、その専門知識や企業経営等に関する識

見に基づき、株主共同利益の観点を含む客観的な立場から

経営の監督の役割を担っています。また、当社の経営課題

や外部環境に関する認識を共有するため、代表取締役社

長、監査役及び担当役員等との間で開催される会合に出席

しています。

取締役会

取締役会機能の強化

コーポレート・ガバナンス体制図

選任／解任

選定／解職・監督

選任／解任

報告

指示

株主総会

選任／解任

監査役会 取締役会 指名・
報酬委員会

報告 監査

連携

諮問

答申

連携

連携 監査

監査

内部監査

監査部
サステナビリティ
推進委員会代表取締役社長

経営会議

会
計
監
査
人

コンプライアンス
推進委員会

リスク管理
委員会

各部門、グループ各社

取締役及び監査役の主な専門性と経験

役職

代表取締役社長

取締役

取締役

社外取締役

社外取締役

常勤監査役

常勤社外監査役

社外監査役

社外監査役

社外監査役

企業経営

●

●

●

●

●

●

財務・会計

●

●

●

法務・
リスク管理

●

●

●

●

●

●

研究開発

●

●

●

グローバル

●

●

●

●

生産・品質

●

●

サステナ
ビリティ

●

●

●

●

●

人材・ 
ダイバーシティ

●

●

●

●

●

氏名

水谷　建

岡田　敏行

船越　洋祐

南木　みお

杉浦　康之

鳥居　美香子

林 　秀樹

松尾　信吉

丸山　貴之

三谷 和歌子

基本的な考え方 コーポレート・ガバナンス体制
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監査役会 指名・報酬委員会

　監査役会の構成は常勤監査役1名、常勤社外監査役1名、

社外監査役3名の5名体制とし、各監査役が取締役の職務執

行の監査・監督に当たっています。

監査役は、取締役会に出席して必要に応じ助言・提言を

行い、また、年間計画に従い担当役員や子会社役員等への

ヒアリングを実施するほか、代表取締役社長と意見交換を

行っています。さらに、会計監査人及び内部監査部門と定期

的な会合を持ち、監査計画や監査結果等の報告を受け、意見

交換を行い、連携を図っています。

　常勤監査役は、経営会議等重要な会議に出席するほか、

議事録や決裁書類等重要な書類の閲覧や、事業所等の調査

を実施し、業務執行や内部統制システムの構築·運用状況に

ついて確認するとともに、監査役会で社外監査役と情報

共有を行っています。

　社外監査役は、その専門知識や企業経営等に関する識見

に基づき、株主共同利益の観点を含む客観的な立場から取

締役の職務執行に対する監査・監督の役割を担っています。

なお、当社は、株式会社東京証券取引所に対し、社外監査役

4名全員を独立役員として届け出ています。

　当社は、取締役候補者・監査役候補者の選定及び取締役

の報酬決定等に関する公正性・透明性・客観性を強化し、

コーポレート・ガバナンスの充実を図るために、取締役会の

任意の諮問機関として、指名・報酬委員会を設置していま

す。本委員会の構成員は、社長及び社外取締役全員としてお

り、過半数を社外取締役で占めることで、その独立性を担保

していると考えます。

　本委員会は、主に取締役会の構成に関する考え方、取締役

及び監査役の選解任に関する事項、取締役の報酬等に関す

る事項について審議し、取締役会へ答申することとしていま

す。また、取締役の基本報酬額、業績評価報酬額及び業績連

動報酬額のほか、取締役会から決定を委任された事項につ

いて、審議のうえ、当該事項を決定しています。

　2025年3月期には、取締役候補者の選任や、取締役報酬

決定に関する事項に加え、取締役の個人別の金銭報酬額

（業績評価報酬に係る各取締役の評価を含む。）等の審議を

行いました。

コーポレート・ガバナンス強化の取り組み

取締役会等の開催状況（2025年3月期）

社外取締役及び社外監査役の選任理由と主な専門性

会議体 開催頻度 内容構成

法令、定款及び取締役会規程で定められた重要事項の意思決定と業務執行の監督を
行う。2025年3月期は15回開催。

監査に関する重要な事項について協議または決議を行う。常勤監査役は、業務執行や
内部統制システムの構築・運用状況について、監査役会で社外監査役と情報共有を
行っている。2025年3月期は14回開催。

取締役会の任意の諮問機関であり、取締役会から諮問を受けた役員候補者の指名及び取
締役の報酬等に関する事項について答申するほか、取締役会から委任された事項につい
て決定する。なお、委員の過半数は独立社外取締役としている。2025年3月期は3回開催。

取締役会で決定した基本方針に基づき、取締役会から委ねられた業務執行上の事項等
を審議する。2025年3月期は42回開催。

取締役会

監査役会

指名・報酬委員会

経営会議

取締役5名
(うち社外取締役2名)

監査役5名 
(うち常勤社外監査役1名、

社外監査役3名)

取締役3名 
(うち社外取締役2名)

取締役3名
執行役員4名
常勤監査役2名

原則月1回開催

原則月1回開催

必要に応じて開催

原則毎週開催

区分 選任理由氏名

司法分野において長年培った豊富な経験や弁護士として企業法務に関する識見を有しており、その知識と経
験に基づく専門的な立場から社外取締役としての役割を適切に遂行することができるものと判断したため。

総合商社において長年にわたり米国・カナダを中心とした企業経営に携わり、豊富な国際経験と幅広い識見を
有しており、それらを当社の経営に反映していただくことで、 社外取締役としての役割を適切に遂行することが
できるものと判断したため。

公認会計士として、財務及び会計に精通しているとともに、企業経営に関する豊富な識見を有しており、その知
識と経験に基づく専門的な立場から経営の監督の役割を適切に遂行することができるものと判断したため。

弁護士として、企業再編、事業再生、国際契約を中心とした専門的な識見を有しており、その知識と経験に基づく
専門的な立場から経営の監督の役割を適切に遂行することができるものと判断したため。

弁護士として、医療分野のガバナンスや医療行政に加え、労働問題を中心とした企業法務に関する豊富な識
見を有しており、その知識と経験に基づく専門的な立場から経営の監督の役割を適切に遂行することができ
るものと判断したため。

企業経営に関する豊富な識見を有していることに加え、金融機関における勤務経験により財務・会計に関する相
当程度の知見を有しており、また、前職において常勤監査役を務め監査役実務に精通していることから、監査役と
しての経営の監督の役割を適切に遂行できるものと判断したため。

社外取締役

社外監査役

南木　みお

杉浦　康之

林　秀樹

松尾　信吉

丸山　貴之

三谷 和歌子

（年度）

1名1名

5名5名

1年1年

2名2名

1名1名

6名6名

3名

9名9名

2年2年

8名8名

4名

2名

5名

社外役員会社外役員会

取締役会実効性評価取締役会実効性評価

指名・報酬委員会指名・報酬委員会

執行役員制度執行役員制度

2年 1年

7名7名7名 8名

1名

5名

4名4名4名

5名

2名

2名2名2名

1名

6名取締役の
人数

社外取締役の
人数

監査役の
人数

社外監査役の
人数

取締役会の
実効性
向上施策

取締役の
任期

執行役員
制度

女性取締役の
人数

取締役会の
諮問機関

女性監査役の
人数

執行役員制度

取締役会実効性評価

指名・報酬委員会

1名

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

4名 5名

3名

社外役員会

2名

※1

※1 取締役会には監査役も出席　※2 オブザーバー

※2

4 6SEIKAGAKU CORPORATION 2025SEIKAGAKU CORPORATION 20254 5

財務・会社情報価値創造の基盤価値創造Profile



SKK EBITDAは、営業利益に減価償却費を加えた当社独自の
利益指標であり、事業年度毎の業績に対する短期インセンティブ
の指標として適切であることからこれを選定しています。なお、
2025年3月期の実績は3,329百万円となりました。

基本方針

各報酬の概要

当社は、2021年2月5日開催の取締役会において、「取

締役及び監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方

針」を決議し、当該方針に基づき運用しています。なお、役

員の報酬に係る取締役会の決議に際しては、あらかじめ決

議する内容について指名・報酬委員会へ諮問し、答申を受

けています。

当社の取締役（社外取締役を除く。以下、本項「役員の報

酬等」において同じ。）の報酬につきましては、株主の皆さま

の期待に応えるよう、取締役のインセンティブを高め、当社

の持続的な業績向上に資することを踏まえた報酬体系とし

ています。具体的には、基本報酬に加え、短期インセンティ

ブとなる業績評価報酬及び業績連動報酬、並びに長期イン

センティブとなる譲渡制限付株式報酬で構成しています。

なお、社外取締役及び監査役については、業務執行から

独立した経営の監督という役割を考慮し、基本報酬のみと

しています。

各報酬の概要は以下のとおりです。

＜基本報酬（月例金銭報酬）＞

取締役については、世間水準、経営内容及び従業員給与と

のバランスを考慮し、報酬額を決定します。社外取締役及び

監査役については、世間水準を参考に報酬額を決定します。

＜業績評価報酬（月例金銭報酬）＞

中期経営計画重点施策等に対する各取締役の前年度

の目標達成度に応じた定性評価により、報酬額を決定し

ます。目標達成度による定性評価は3から5段階評価と

し、基本報酬にそれぞれの評価に応じてあらかじめ定め

られた係数を乗じて算出します。

＜業績連動報酬（月例金銭報酬）＞

SKK EBITDA※を指標とし、前年度のSKK EBITDAにより、

報酬額を決定します。SKK EBITDAによる評価は3段階評価

とし、基本報酬にそれぞれの評価に応じてあらかじめ定めら

れた係数を乗じて算出します。

当社では、社外取締役及び社外監査役で構成する社外役

員会において、事前アンケート調査の内容をもとに取締役

会の実効性を分析・評価し、その結果及び改善点を取締役

会に報告しています。

2025年3月期における評価については、アンケートの

設問設定、分析·評価にあたり、外部機関の助言を得て実施

しました。引き続き重要議案に関する事前説明及び経営会

議等の議事説明を実施したこと等により、重要事項の決定

及び業務執行の監督が適切に機能していることに加え、社外

役員6名で構成する社外役員会にて人的資本経営につい

ての議論の実施や事業所視察、取締役会でのIR活動報告

の実施等、前年度の課題に対応したことにより、取締役会

の実効性は十分に確保されていることが確認されました。

なお、当社では、審議の活性化に資するために、社外役員

に対して経営課題等を共有する機会を設けているほか、

原則として取締役会開催日の3日前までに資料を配布し、

事前の検討時間を確保しています。

また、課題として、取締役会に付議する議案の選定やIR

担当者との意見交換などが挙げられましたので、今後、対

応を進めていきます。

※

社外役員の主な活動状況（2025年3月期）

社外監査役は、会社の経営から独立した第三者的な立場で専門的な知識を活かした

上で会社の経営や業務遂行をチェックする役割を担っています。私自身は社外監査役

4名の中で唯一の常勤監査役として、独立性を保ちながら常勤の利点を活かした幅広

い情報収集により監査の実効性を高めるよう努めています。具体的には毎週開催され

る経営会議への出席、コンプライアンス推進委員会・リスク管理委員会等への出席、執

行側からの執行状況の報告等により、社内役員をはじめとする執行側との活発な意見

交換を実施しており、適切なガバナンスが発揮されていることを確認しております。

また、海外子会社の監査も実施し、同様に適切なガバナンスを確認しております。

加えて、社外役員には、定期的に開催される社長との懇談や執行部門責任者とのヒアリングに加え、工場・研究所

の視察等も実施され、当社の現状や各種課題に対する認識の共有が図られています。

当社は研究開発を重視した独自のビジネスモデルにより事業を拡大してきた製薬企業であり、研究開発のスピード

アップ、創薬に関する各種プロジェクトの適切な遂行が経営上非常に重要となります。このような重要な経営課題に対

して、社外役員も含めて議論する時間も十分に確保されており、質疑を深めることが出来ていると実感しております。

製薬業界を取り巻く環境は厳しさを増しており、当社としても今期を含めて厳しい経営を強いられています。その

ような環境下において、常勤社外監査役として経営に対する監督機能を発揮しつつ、当社の企業価値の向上に貢献

出来るよう尽力してまいります。

常勤社外監査役
林 秀樹

実効性の高いコーポレート・ガバナンスの実現に向けて

常勤社外監査役メッセージ

取締役会の実効性に関する分析・評価

役員の報酬等

財務及び会計に関する専門的な識見をもとに、監査役会において独立した客観的な立場から積極的に意見を
述べました。加えて、会計監査人、内部監査部門その他役職員から報告を受けるとともに、代表取締役社長、
管掌役員、子会社役員等との面談や事業所視察により情報収集を行い、監査の実効性を高めました。また、海外
子会社の往査を実施し、内部統制システムの整備及び運用状況を確認しました。さらに、取締役会に出席し、その
専門的見地から多数の助言·提言を行いました。

区分 主な活動状況氏名

司法分野における豊富な経験や企業法務に関する専門的な識見をもとに、取締役会において独立した客観的
な立場から、多数の助言·提言を行いました。また、代表取締役社長、管掌役員、子会社役員等との面談や事業所
視察により当社への理解を深めました。加えて、指名·報酬委員会の委員として３回開催されたすべての同委員
会に出席し、取締役及び監査役候補者の選定、取締役報酬等の決定、取締役会が備えるべきスキルの特定等の
審議において、積極的に助言·提言を行いました。

総合商社での豊富な経営経験や国際経験による幅広い識見をもとに、取締役会において独立した客観的な立
場から、多数の助言·提言を行いました。また、代表取締役社長、管掌役員、子会社役員等との面談により当社へ
の理解を深めました。加えて、指名·報酬委員会の委員として３回開催されたすべての同委員会に出席し、取締役
及び監査役候補者の選定、取締役報酬等の決定、取締役会が備えるべきスキルの特定等の審議において、積極
的に助言·提言を行いました。

財務及び会計に関する専門的な識見をもとに、監査役会において独立した客観的な立場から積極的に意見を
述べました。加えて、常勤監査役、会計監査人、内部監査部門から報告を受けるとともに、代表取締役社長、管掌
役員、子会社役員等との面談や事業所視察により情報収集を行い、監査の実効性を高めました。また、海外子会
社の往査を実施し、内部統制システムの整備及び運用状況を確認しました。さらに、取締役会に出席し、その専
門的見地から多数の助言·提言を行いました。

企業再編や国際契約を中心とした専門的な識見をもとに、監査役会において独立した客観的な立場から積極的
に意見を述べました。加えて、常勤監査役、会計監査人、内部監査部門から報告を受けるとともに、代表取締役
社長、管掌役員、子会社役員等との面談や事業所視察により情報収集を行い、監査の実効性を高めました。ま
た、取締役会に出席し、その専門的見地から多数の助言·提言を行いました。

医療分野のガバナンスや医療行政、労働問題を中心とした専門的な識見をもとに、監査役会において独立した
客観的な立場から積極的に意見を述べました。加えて、常勤監査役、会計監査人、内部監査部門から報告を受け
るとともに、代表取締役社長、管掌役員、子会社役員等との面談により情報収集を行い、監査の実効性を高めま
した。また、取締役会に出席し、その専門的見地から多数の助言·提言を行いました。

社外取締役

社外監査役

南木　みお

杉浦　康之

林　秀樹

松尾　信吉

丸山　貴之

三谷 和歌子
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報酬等の決定方法

取締役の各報酬の割合に関する方針

＜譲渡制限付株式報酬（非金銭報酬）＞

　退任時までの譲渡制限が付された当社普通株式（以下、

譲渡制限付株式）を毎年1度、一定の時期に付与します。譲

渡制限付株式の付与のために支給する報酬は金銭債権と

し、その額は各取締役の基本報酬に役位毎の定率を乗じて

算出します。

　取締役の各報酬の割合については、外部サーベイの結果

のほか、当社と同程度の事業規模や同業種の他社をベンチ

マークとする報酬水準を踏まえたうえで、上位の役位ほど業

績連動報酬の比率が高まる設計とします。

　当該設計については、経営環境及び当社の中長期的な業

績動向等を考慮のうえ、指名・報酬委員会の答申を受け、取

締役会において適宜見直します。

　なお、取締役の各報酬の割合は、最も目標を達成した場

合、概ね以下のとおりとします。

　基本報酬　　　　　 : 70～80％

　業績評価報酬　　　 : 10％

　業績連動報酬 　　 　 : 5～10％

　譲渡制限付株式報酬   : 5～10％

円滑な議決権行使のための取り組み

政策保有株式

株主・投資家の皆さまとの建設的な対話に関する方針

資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応

当社は、株主の皆さまが株主総会議案を十分に検討する

時間を確保できるよう、招集ご通知の早期発送及び開示に

努めています。2025年6月20日開催の第79回定時株主総

会においても、法定期日より7日前（開催日4週間前）となる

同年5月22日に株式会社東京証券取引所及び当社ウェブサ

イトにて招集ご通知を開示しました。なお、招集ご通知の発

送は開催日3週間前の同年5月29日に行いました。

　外国人株主の皆さまへの対応として、株主総会招集通知

などを英訳し、日本語版と同時に当社ウェブサイト上に掲

載しています。また、書面に加え、「議決権電子行使プラット

フォーム」を含めた電磁的方法を採用するなど、議決権行

使方法の多様化にも対応しています。

　株主総会においては、映像とナレーションを用いた事業

報告や議案説明等を行い、株主の皆さまの理解度向上に

つなげる取り組みを導入しています。また、株主総会で報

告した事業報告のビジュアルコンテンツの概要を当社ウェ

ブサイト上で開示しています。

　当社は、事業戦略、事業上の取引関係などを総合的に

考慮し、中長期的な企業価値向上に資すると判断した場合

に限り、政策的に株式を保有することとしています。

　当該株式につきましては、代表取締役、管理部門管掌

役員、経理部長及び経営企画部長等で構成する金融資産

管理委員会において、保有目的や保有に伴う便益・リスク

等が適切かどうかを毎年検証し、その結果を取締役会で

評価しています。なお、取締役会において保有の合理性が

認められないと判断した場合は、縮減を図る方針です。

　政策保有株式の議決権行使につきましては、その議案が

中長期的な企業価値の向上という上記保有方針に適合す

るかどうかという観点に加え、投資先企業の業績等の経営

状況を勘案するとともに、当該企業の株主価値の向上に

資するか否かを精査した上で決定することとしています。

　当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を実現

するために、株主・投資家の皆さまとの建設的な対話を重視

しています。

　IR体制としては、管理部門管掌役員をIR担当役員とし、

総務人事部にコーポレートコミュニケーション担当者を置い

ています。当該担当者は、経理部、研究開発本部、事業推進

　取締役及び社外取締役の報酬のうち、個人別の金銭報酬

については、取締役会決議に基づき、指名・報酬委員会に委

任することとし、その権限の内容は、基本報酬額、業績評価

報酬額（各取締役の評価を含む。）及び業績連動報酬額の決

定とします。これらの権限を委任した理由は、社外取締役の

専門知識や企業経営等に関する識見に基づき、指名・報酬委

員会において、株主共同利益の観点を含む客観的な立場か

ら個人別の金銭報酬の額を決定するためです。

　業績評価報酬に係る評価係数並びに業績連動報酬に係る

評価区分及び評価係数については、指名・報酬委員会による

答申内容を尊重し、あらかじめ取締役会で決定します。また、

非金銭報酬である譲渡制限付株式報酬については、指名・

報酬委員会による支給時期及び金銭報酬債権の配分方法

等の答申内容を尊重し、取締役会で決定します。

　なお、監査役の報酬は、監査役の協議により決定します。

本部などの関連部門と随時かつ定例的にミーティングを

行い、情報の共有・収集に努めることで、適切かつ公正な

開示を可能とする体制を整備しています。面談等の対話要請

を受けた場合には、その目的に合わせた適切な担当者が

迅速に対応することを基本としています。なお、2025年3月

期において株主・投資家の皆さまとの面談等を60件実施

しました。面談等を通じて得られた対話内容や意見・要望に

つきましては、定期的に取締役会、経営会議で報告して

おり、社内共有する体制を整えています。

　その他、機関投資家、証券アナリスト、報道機関向けの決算

説明会を年に2回開催し、代表取締役社長より業績の概況、

研究開発の進捗状況及び株主価値向上施策等を説明して

います。また、当社ウェブサイトに決算説明会の音声配信、説

明会資料等を掲載するとともに、個人投資家向けのコンテン

ツを充実させ、より分かりやすい情報提供に努めています。

　また、フェア・ディスクロージャー・ルールに則るとともに、

当社の内部者取引防止規定やディスクロージャーポリシー

等の定めにより、インサイダー情報及び開示情報の管理を

徹底しています。さらに、決算発表準備期間中における情報

漏えい防止のために、各四半期決算期日の翌日から決算発

表日までを沈黙期間としています。沈黙期間中は、決算に関

する質問への回答やコメントを差し控えます。ただし、既に

公表されている情報に関する問い合わせには対応します。

　当社の資本政策については、年次で当社資本コストを決

定し、取締役会で報告しています。大型投資案件に対しては、

その資本コストに基づいた事業性評価を行い、取締役会に

て投資判断を行っています。

　また、当社の中長期的な企業価値の向上には、次の成長

ドライバーとなる腰椎椎間板ヘルニア治療剤SI-6603に

ついて米国上市の達成が必須であると考えています。本剤

は2025年3月に非承認となりましたが、米国食品医薬品局

（FDA）からの指摘事項へ対応することで、承認取得は可能

であると考えています。現在、2026年3月までに再申請を

行うべく、全社一丸となって取り組んでいます。

　その他、新たなパイプライン創出のために研究開発を推し

進めるとともに、既存の生産体制の整備·改善や原価構造の

改善等を通して収益性を高めることで、企業価値向上及び

資本市場における評価を高めることを目指します。

1.上記には、2024年6月21日開催の第78回定時株主総会終結の時をもって退任した監査役（社外監査役を除く）1名を含んでいます。
２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれていません。
３．株式報酬は、譲渡制限付株式報酬に係る金銭報酬債権の額です。
４．取締役の報酬限度額は、2007年6月22日開催の第61回定時株主総会において、年額4億円以内（うち社外取締役分は5,000万円以内）と決議いただいています。当該総会
決議時点での対象者の員数は7名（うち社外取締役1名）です。また、別枠で2019年6月19日開催の第73回定時株主総会において、取締役（社外取締役を除く）に対する譲渡
制限付株式の付与のための金銭報酬債権額として年額5,000万円以内、対象となる取締役が発行または処分を受ける譲渡制限付株式の総数は年間40,000株以内と決議
いただいています。当該総会決議時点での対象者の員数は4名です。

５．監査役の報酬限度額は、2007年6月22日開催の第61回定時株主総会において、年額8,000万円以内と決議いただいています。当該総会決議時点での対象者の員数は5名です。

（注）

役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数（2025年3月期）

取締役
（社外取締役を除く）

社外取締役

　　　　　 計

監査役
（社外監査役を除く）

社外監査役

　　　　　 計

　　　　合　　計

報酬等の種類別の総額(百万円)
対象となる役員の

員数(名)役員区分 報酬等の総額 
(百万円)

166

19

186

30

44

74

260

145

19

164

30

44

74

239

10

ー

10

ー

ー

ー

10

9

ー

9

ー

ー

ー

9

3

2

5

2

4

6

11

基本報酬 株式報酬

0

ー

0

ー

ー

ー

0

業績連動報酬業績評価報酬
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コンプライアンスカード

コンプライアンス・プログラムの詳細は、ウェブサイトを
御覧ください。

https://www.seikagaku.co.jp/ja/corporate/
compliance.html

事業等のリスクについては、有価証券報告書P14～15に
記載しています。

https://data.swcms.net/file/seikagaku_corp/ja/news/
auto_20250623135600_S100W2GP/pdfFile.pdf 

相談・通報ルート

コンプライアンス推進委員会
コンプライアンス・オフィサー（社長）

相談者・通報者

コンプライアンス推進委員会事務局

上長・同僚・
コンプライアンス
推進責任者

相談・通報窓口

①ホットライン（社内外）
②コミュニケーション
　相談員

相談方法

口頭、電話、
メール、郵送

　私たち（当社及び子会社の取締役、監査役、執行役員、社員、その他当社
の業務に従事している者（契約社員、派遣社員等）を総称していいます。
以下同じです。）は、生化学工業グループコンプライアンス行動規範を遵
守のうえ、それぞれの企業活動を行います。
1.基本方針
私たちは、生命関連企業に働く者として、生命の尊厳を第一義とし、社会
から信頼と支持を得られる高い企業倫理を基本として行動します。
2.事業活動
私たちは、高い有用性と品質を持つ医薬品及びその他の製品（以下「医薬
品等」という）を研究、開発、製造、販売し、正確な製品情報とともに適切に
提供します。また、医薬品等の安全性、品質の確保と適正使用を推進します。
3.患者・消費者・医療関係者・取引先等との関係 
私たちは、患者・消費者・医療関係者・取引先等との相互理解と信頼性の
向上に努め、公正かつ健全な関係を維持します。
4.株主・投資家との関係
私たちは、株主・投資家との建設的な対話を通じて公正かつ良好な関係
を構築し、透明性の高い会社として信頼を得るように努めます。
5.従業員等との関係
私たちは、従業員一人一人の人権と人格を尊重し、安全で働きやすい職
場環境の維持に努めます。
6.政治・行政との関係 
私たちは、政治・行政の使命と責任を理解し、公正で透明度の高い健全な
関係を保ちます。
7.地球環境・市民社会との関係  
私たちは、社会との共生を大切にし、社会貢献、地球環境保全に自主的か
つ積極的に取り組み、持続可能な社会の実現に貢献するとともに良き企
業市民として行動します。
8.会社の財産・情報との関係
私たちは、会社の財産・情報を適正に使用し、個人情報や機密情報の管理
を徹底します。

〈SKKグループコンプライアンス行動規範の概要〉

　当社は、相談・通報者の意思とプライバシーの保護を最優先し、相談・
通報者や被行為者の情報は、必要最小限の対応者以外には開示しないこ
ととしており、プライバシーの秘匿を厳守します。また、相談・通報者や調
査協力者等が不利益を被ることがないよう十分配慮し、相談・通報を理由
とする不当な扱いを禁止することを社内規定などで定めています。

〈相談・通報者の保護について〉

リスク管理体制図

最 高 責 任 者
及 び 委 員 長

委 員

事 務 局 長
オブザーバー

社長

研究開発本部長、事業推進本部長、生産本
部長、信頼性保証部門管掌役員、管理部門
管掌役員、経理部長、総務人事部長
経営企画部長
常勤監査役及び監査部長

：

：

：
：

取締役会

経営会議

リスク管理委員会

コンプライアンス・プログラム推進体制図

委 員 長
委 　 員
事務局長

：コンプライアンス・オフィサー（社長）
：経営会議メンバー
：コンプライアンス推進部長

取締役会

経営会議

コンプライアンス推進委員会

本社の部長・工場長・所長

コンプライアンス推進責任者

　コンプライアンス・プログラムは、適正な業務遂行に

加え、従業員にとって働きやすい職場環境を保持するこ

とにも密接に関係しています。

　当社では、コンプライアンス・プログラム違反やその疑い

の早期発見と問題解決のために、社内の相談・通報窓口

（ホットライン窓口）を設置するとともに、社内のコミュニ

ケーション問題に対応するためのコミュニケーション相談

員制度（事業所ごとに男女複数名を選任）も設けています。

また、外部の通報受付サービスも活用するなど社内外に複

数の相談窓口を設置することで、相談者が抱えている問題

や個人的状況などにより、最も相談しやすい窓口を利用で

きる環境を整えるとともに、相談・通報は口頭、電話、メー

ル、郵送など複数の方法から選択でき、匿名での相談・通報

も受け付けています。また、内部通報制度の周知・浸透を図

るための、全従業員にホットライン窓口の連絡先を記載した

携帯用カードを配布するなどの啓蒙活動を行っています。

　医薬品、医療機器等の販売情報提供活動に関する法規

制や関連団体による自主規制は、社会のコンプライアン

ス意識の高まりとともに厳しさを増しています。当社で

は、製品の有効性や安全性に関する科学的に正確な情報

を適正に提供するため、情報提供活動監督室を設置して

います。監督部門が講演会資料等の資材を審査し、情報を

提供する活動をモニタリングすることで、関連する規制の

遵守を徹底しています。

当社は経営リスク管理規定を定め、業務執行に係るリ

スクの把握と管理を行う体制を整備しています。経営リス

ク管理の最高管理責任者を社長とし、役員及び部署長は、

各担当部門または所管業務に関するリスク管理を適切に

行い、危機発生の予防措置に努めるものとしています。 

当社は、社長を委員長、各部門の管掌役員を主たる

委員とするリスク管理委員会を設置し、リスク予防施策

を審議するとともに、重大な経営リスクが顕在化したとき

には、対策本部を立ち上げ、被害を最小限に抑えるため

の対策を講じることとしています。

　また、当該危機発生の事実、対策本部の設置、対応方針及び

実施した対応策などについては取締役会に報告しています。 

　生化学工業は、製薬企業として、企業活動全般にわたって

高い倫理性を確保するために、法令や規制等の遵守はもと

より、「モラル（人が本来行うべき正しい考え）に従って自ら

の行動を律するとともに、他人の不正に対し勇気をもって正

す」ことを実践し、誠実かつ公正な行動を全ての活動のベー

スとして位置付けています。

　これらを体現するために、経営綱領に定められた経営信

条、行動指針に基づき、コンプライアンス・プログラム（SKK

グループコンプライアンス行動規範を含む）を策定してい

ます。また、本プログラムをより適正かつ円滑に推進するた

めに、コンプライアンス・プログラム推進体制を構築し、コン

プライアンス推進委員会、コンプライアンス・オフィサー、コ

ンプライアンス推進責任者を設置しています。コンプライ

アンス推進委員会は社長を委員長、経営会議のメンバーを

委員とし、全社規模で意識の向上を図るため、毎年活動計

画を定めて各施策を推進・実行し、コンプライアンスの実効

性を高めています。

　当社では、コンプライアンス・プログラムの推進と遵守・

徹底のため、コンプライアンスの基準（行動規範含む）や

手続き等を明記した「コンプライアンス・プログラム・ハンド

ブック」と行動のポイントを整理した 「コンプライアンス

カード」を全従業員に配布しています。また、本プログラムの

実効性を高めるため、SKKグループコンプライアンス行動

規範の定期研修や事業年度ごとのテーマ研修など、社内

教育や啓蒙活動を実施しており、継続的にコンプライアンス

意識の醸成を図っています。

＜コンプライアンス推進委員会の役割＞
コンプライアンス・プログラムに基づくその推進施策を承認し、その
実施状況を監督します。

＜コンプライアンス推進責任者の役割＞
コンプライアンス・プログラムの推進や自己点検のほか、委員会の
決議事項を実施します。

リスクマネジメント

リスク管理体制

コンプライアンス・リスクマネジメント

コンプライアンス

コンプライアンス推進活動

販売情報提供活動のモニタリング内部通報制度

4マテリアリティ

5 2SEIKAGAKU CORPORATION 2025SEIKAGAKU CORPORATION 20255 1

財務・会社情報価値創造の基盤価値創造Profile

https://www.seikagaku.co.jp/ja/corporate/compliance.html
https://data.swcms.net/file/seikagaku_corp/ja/news/auto_20250623135600_S100W2GP/pdfFile.pdf


2016年3月期 2017年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2025年3月期

売上高※1

　うち海外売上高※1

売上原価

販売費及び一般管理費※1

　うち研究開発費

営業利益※1

経常利益

当期純利益

純資産

総資産

海外売上比率（ロイヤリティー除く）※1

原価率（ロイヤリティー除く）※1

販管費率※1

研究開発費率（ロイヤリティー除く）※1

営業利益率※1

経常利益率※1

当期純利益率

自己資本当期純利益率（ROE）※2

総資産経常利益率※2

総資産回転率(回)※2

自己資本比率

研究開発要員(人)

　対全従業員比

従業員数(人)

設備投資額

減価償却費

１株当たり当期純利益（EPS）(円)

１株当たり純資産（BPS）(円)

１株当たり配当金(年間)（円）

配当性向

純資産配当率（DOE）

29,211

11,530

12,871

13,833

8,649

2,506

3,500

2,578

69,815

80,218

38.7

44.6

47.4

30.0

8.6

12.0

8.8

3.7

4.3

0.38

87.0

221

33.3

663

1,975

3,191

45.39

1,229.05

26.00

57.3

2.1

28,321

11,319

13,247

13,113

7,834

1,960

2,477

1,787

70,646

80,048

38.7

47.9

46.3

28.3

6.9

8.7

6.3

2.5

3.1

0.37

88.3

222

32.3

687

1,173

2,920

31.55

1,248.07

31.00※4

98.3

2.5

2018年3月期

31,434

12,281

13,008

13,872

8,408

4,552

5,327

3,922

73,945

84,098

41.5

46.0

44.1

29.7

14.5

16.9

12.5

5.4

6.5

0.37

87.9

233

32.5

718

1,591

2,925

69.30

1,306.37

26.00

37.5

2.0

27,559

12,098

13,114

12,727

7,148

1,718

2,859

2,244

73,036

80,238

43.8

48.9

46.2

26.7

6.2

10.4

8.1

3.1

3.5

0.35

91.0

233

31.3

744

1,310

2,902

39.76

1,294.88

26.00

65.4

2.0

29,206

13,205

12,513

12,796

6,877

3,896

3,981

△10,839

59,767

68,746

46.8

45.9

43.8

25.2

13.3

13.6

-

-

5.3

0.39

86.9

242

27.9

868

2,109

1,778

△192.15

1,059.40

26.00

-

2.2

27,734

14,361

12,112

13,372

7,209

2,248

3,024

4,262

63,604

69,915

50.5

44.8

48.2

26.7

8.1

10.9

15.4

6.9

4.4

0.40

91.0

231

25.3

913

2,127

808

75.54

1,127.14

24.00※5

31.8

2.2

39,374

25,211

20,221

17,819

7,643

1,333

1,933

1,214

73,187

83,872

62.0

55.0

45.3

20.8

3.4

4.9

3.1

1.7

2.3

0.48

87.3

201

18.7

1,075※3

4,333

1,996

22.25

1,340.98

30.00

134.8

2.3

2024年3月期

36,213

22,114

19,336

16,444

7,484

433

1,691

2,186

72,282

81,795

60.3

54.4

45.4

21.1

1.2

4.7

6.0

3.1

2.1

0.46

88.4

195

19.7

988※3

4,861

1,664

40.08

1,324.82

26.00

64.9

2.0

2023年3月期

33,456

20,048

15,432

15,910

7,951

2,114

3,069

2,236

67,216

75,625

59.9

46.1

47.6

23.8

6.3

9.2

6.7

3.3

4.1

0.44

88.9

196

20.0

976※3

2,091

1,327

40.49

1,232.41

26.00

64.2

2.2

34,851

17,918

14,323

16,033

9,005

4,495

5,395

3,733

66,340

75,244

56.6

46.4

46.0

29.2

12.9

15.5

10.7

5.7

7.4

0.48

88.2

223

23.8

937

2,194

1,051

66.32

1,179.46

30.00※6

45.2

2.6

※1･･･新会計基準等により、2016年3月期～2021年3月期の数値を遡及修正しています。
※2･･･総資産、純資産は前期末と当期末の平均値を使用しています。
※3･･･執行役員を除いています。
※4･･･70周年記念配当5円を含んでいます。
※5･･･ジョイクル承認記念配当4円を含んでいます。
※6･･･ジョイクル発売特別配当10円を含んでいます。

　(百万円/％)

主要財務指標の推移（連結）
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〈LAL事業〉
医薬品・医療機器の品質管理に使用されるエンドトキシン測定用試薬などの製造・
販売を国内外で展開しています。LAL事業の当期の売上高は、前期比15.5%増の
11,860百万円となりました。

2025年3月期の売上高は、国内医薬品及び海外医薬品の減少があったものの、ロイ

ヤリティーやLAL事業の増加により、前期と比べ8.7％増の39,374百万円となりました。

営業利益は、増収により207.8％増の1,333百万円、経常利益は為替差損の計上により

増益幅が縮小し14.3％増の1,933百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は、税金

費用の増加により44.5％減の1,214百万円となりました。

主に関節機能改善剤アルツ及び眼科手術補助剤オペガン類の減少により、国内医薬

品は前期比で1.5％の減収となりました。

アルツについては、競合品からの切り替えが進み、医療機関納入本数は前期比で増加し

ました。また、当社工場の増産体制整備に向けた設備メンテナンスが完了し、前期比で出荷

数量は増加となりました。一方で、単価減の影響により、売上高は前期比で減少しました。

オペガン類については、高齢化による緩やかな市場の成長等に伴い、医療機関納入

本数は増加しましたが、単価減の影響により、当社売上高は減少しました。

また、腰椎椎間板ヘルニア治療剤ヘルニコアは出荷タイミングにより当社売上高は

前期比で減少、内視鏡用粘膜下注入材ムコアップは保険償還価格引き下げの影響に

より当社売上高は前期比で減少しました。

関節機能改善剤ジョイクルは、出荷タイミングにより当社売上高は前期比で増加し

ました。本剤は2021年6月1日に安全性速報（ブルーレター）を発出しており、引き

続き販売提携先である小野薬品工業株式会社と連携のうえ、副作用報告等の情報

収集や安全性に関する情報提供を行っています。

米国向け関節機能改善剤スパルツＦＸ等の増加があったものの、米国向け関節機能改

善剤ジェル・ワン及び中国向け関節機能改善剤アルツの減少により、海外医薬品は前期

比で2.5％の減収となりました。

米国向けジェル・ワンについて、現地販売本数は減少となりました。また、当社売上

高は製品の出荷タイミングが一部来期に後ろ倒しとなったことにより、前期比で減少

しました。

米国向けスパルツＦＸについて、現地販売本数は前期並みとなりましたが、販売提携

先の在庫調整により、当社売上高は増加しました。

中国向けアルツについて、現地販売本数は減少となりました。また、当社売上高は第

４四半期での資材変更に伴い出荷数量が減少したことにより、前期比で減少しました。

医薬品原体は減少したものの、海外子会社ダルトン ケミカル ラボラトリーズ インクの

医薬品受託製造の増加により、前期比で3.5％の増収となりました。

増加しました。なお、2022年3月期よりロイヤリティーの表示区分を営業外収益から

売上高に変更しています。

海外子会社アソシエーツ オブ ケープ コッド インクにおけるグルカン測定体外診断

用医薬品及び遺伝子組換えエンドトキシン測定用試薬パイロスマート ネクストジェンの

販売増に加え、円安の影響や国内販売も好調であったことにより、前期比で増収となり

ました。

国内医薬品（11,919百万円、前期比1.5％減）

海外医薬品（9,804百万円、同2.5％減）

医薬品原体・医薬品受託製造（3,192百万円、同3.5％増）

ロイヤリティー（2,598百万円、同271.6％増）

ＬＡＬ事業（11,860百万円、同15.5％増）

売 上 高

営 業 利 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

研 究 開 発 費

8.7%

207.8%

14.3%

△44.5%

2.1%

2024年3月期
39,374

1,333

1,933

1,214

7,643

2025年3月期 増減率（前期比）科　目
36,213

433

1,691

2,186

7,484

（百万円）

医薬品事業

国内医薬品

海外医薬品

医薬品原体・医薬品受託製造

ロイヤリティー

LAL事業

（内、海外売上高）

6.1%

△1.5%

△2.5%

3.5%

271.6%

15.5%

8.7%

14.0%

2024年3月期

27,513

11,919

9,804

3,192

2,598

11,860

39,374

25,211

2025年3月期 増減率（前期比)セグメント別売上高

25,942

12,100

10,059

3,083

699

10,271

36,213

22,114

（百万円）

合計

〈医薬品事業〉
ヒアルロン酸などの複合糖質を中心とした医療用医薬品、医療機器、医薬品原体の
製造・販売及び医薬品受託製造等を展開する、当社のコア事業です。医薬品事業の
当期の売上高は、前期比6.1％増の27,513百万円となり、全売上高の69.9%を占
めています。

69.9%
27,513百万円

医薬品事業売上高構成比

30.1%
11,860百万円

LAL事業売上高構成比
営業利益 営業利益率

営業利益と営業利益率

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

（百万円）
15

12.5

10

7.5

5

2.5

0

（％）

2,248

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

12.9

433433433

国内医薬品 海外医薬品

医薬品原体・医薬品受託製造

ロイヤリティー

医薬品事業売上高

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

500

0

（百万円）

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

20,79320,793

25,69625,696

1,8461,846

11,45211,452

6,7766,776

11,44711,447

2,6072,607

7,6527,652

718718

3,9893,989 22,72222,722

11,27111,271

2,9162,916

8,5348,534

11

25,94225,942

12,10012,100

3,0833,083

10,05910,059

699699

27,51327,513

11,91911,919

3,1923,192

9,8049,804

2,5982,598

2,1142,1142,114

4,4954,495

6.36.3

1.21.2

3.43.4

1,3331,3331,333

8.18.1

27,73427,734

34,85134,851 36,21336,213

39,37439,374

33,45633,456

売上高と海外売上高比率

売上高 海外売上高比率
(ロイヤリティー除く）

45,000

40,000

38,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

（百万円）
90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

（％）

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

60.360.3 62.062.0

50.550.5
56.656.6

59.959.9

10,732

6,941

10,271

11,860

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

LAL事業売上高
（百万円）
14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

9,155

業績の概況（2024年４月１日～2025年3月31日）

当期の経営成績

セグメント別の売上概況

5 6SEIKAGAKU CORPORATION 2025SEIKAGAKU CORPORATION 20255 5

財務・会社情報価値創造の基盤価値創造Profile



資本金

出資比率        

事業内容

URL 

会社概要（2025年3月31日現在）

2,080米ドル

100%

試薬及び診断薬の製造・販売等

https://www.acciusa.com

資本金

出資比率        

事業内容

URL 

会社概要（2025年3月31日現在）

49,800千カナダドル

100%※3

医薬品受託製造等

https://www.dalton.com

※1　Contract Development and Manufacturing Organization
※2　GMP:Good Manufacturing Practice　製造における製造管理、品質管理の基準

※3　当社がカナダにおいて設立した中間持株会社であるエスケーケー カナダ エンタープライジズ コーポレーションの100%子会社です。

研究開発費 対売上高比率（ロイヤリティー除く）研究開発費の推移

LAL事業 医薬品事業海外売上高の推移

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0
2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

8,6498,6498,649 7,8347,8347,834 8,4088,4088,408
7,1487,1487,148 6,8776,8776,877 7,2097,2097,209

9,0059,0059,005

（百万円） （%）
35

28

21

14

7

0

30.030.0
28.328.3 29.729.729.7

26.726.726.7 25.225.2 26.726.726.7 29.229.229.2

7,9517,9517,951

23.823.823.8

7,4847,4847,484

21.121.121.1

7,6437,6437,643

20.820.820.8

非財務ハイライト（単体ベース）

女性比率男性 女性

女性管理職比率
（％）

0

4

8

12

16

20

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

17.217.2

18.618.6

16.916.9

14.514.5

17.417.4

従業員構成※3

（%）

5

10

15

20

25

30

35

40
（人）

0

100

200

300

400

500

700

600

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

523523

154154

29.429.4

369369

531531 540540

159159 170170

29.929.9
31.531.5

372372 370370

564564

176176

31.231.2

388388

647647

197197

30.430.4

450450

※1 エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）の改正によるエネルギー換算係数等の見直しに伴い、2024年3月期以降は改正後の値を記載しています。
※2 2025年3月期は、電気の基礎排出係数の算出方法の変更による電力メニュー切り替えの影響で電力由来の二酸化炭素排出量が大きく削減されました。
※3 契約社員を除く

CO2排出量※1※2

高萩工場 久里浜工場
中央・CMC研究所 本社

（t-CO2）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

8,4718,471

23,83123,831 23,38523,385 22,72122,721
21,36821,368

2016/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

（百万円）

11,53011,530 11,31911,319 12,281 12,098 13,20513,205 14,36114,361
17,91817,918

7,3197,319 7,1547,154 7,4487,448 6,8046,804 7,8657,865 8,5748,574
9,9609,960

4,2104,210 4,1644,164 4,8334,833 5,2945,294 5,3405,340 5,7865,786 7,9577,957

20,04820,048

10,62210,622

9,4269,426

22,11422,114

13,09713,097

9,0179,017

25,21125,211

14,67914,679

10,53110,531

当社の100％子会社であるアソシエーツ オブ ケープ コッド インク（ACC社）は、エンドトキシン測定用試薬を世界で初めて

開発し、FDAから認証を取得した会社です。1974年に設立され、1997年に当社子会社となり、現在はLAL事業の中心的な

役割を担っています。ACC社には英国等にも拠点があり、合わせて約290名が勤務しています。

マサチューセッツ州ファルマステックパーク内のACC社本社にある試薬及び診断薬の製造工場では、原料となるカブトガ

ニの血球を抽出する工程から、エンドトキシン測定用試薬やグルカン測定体外診断用医薬品の製造までを一貫して行ってい

ます。また、近年は天然資源の適正使用推進の観点から、カブトガニの血液を使用しない遺伝子組換えエンドトキシン測定用

試薬（P07参照）の製造・販売にも注力しています。

2020年3月に当社の子会社となったダルトン ケミカル ラボラトリーズ インク（DCL社）は、製薬企業向けの化学合成品や

医薬品の受託製造及び製造工程開発などのサービス（CDMO※1）を提供する企業です。1986年に設立され、カナダ オンタリオ州

に米国及びカナダのGMP※2に準拠した医薬品等の製造拠点を有しています。現在は約140名が勤務しています。

DCL社の培ってきた化学合成技術や医薬品の製造工程開発に関するノウハウを当社の新薬開発に活用するとともに、

当社が外部に委託していた生産・研究用の化学合成品をDCL社により内製化するほか、治験薬及び一部当社製品の製造

移管も進めています。

財務・非財務ハイライト 海外子会社

ASSOCIATES OF CAPE COD, INC.
アソシエーツ オブ ケープ コッド インク（米国 マサチューセッツ州）

DALTON CHEMICAL LABORATORIES, INC.
ダルトン ケミカル ラボラトリーズ インク（カナダ オンタリオ州）
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商号

英文社名

代表者

設立年月日

事業内容

事業年度

上場証券取引所

会計監査人の名称

URL

従業員数

資本金

売上高

1単元の株式数

発行可能株式総数

発行済株式の総数

株主数

定時株主総会開催日

配当金受領株主確定日

本社

生化学工業株式会社

SEIKAGAKU CORPORATION

代表取締役社長　水谷 建

1947年6月2日

複合糖質を中心とした医療用医薬品及び医療機器等の製造・販売

4月1日から翌年3月31日まで

東京証券取引所 プライム市場（証券コード 4548）

有限責任監査法人トーマツ

https://www.seikagaku.co.jp

1,075名（連結ベース／執行役員を除く）

3,840百万円

39,374百万円（2025年3月期）

〒100-0005
東京都千代田区丸の内一丁目6-1
丸の内センタービルディング
TEL：03-5220-8950｠

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
〒137-8081 新東京郵便局私書箱29号
TEL：0120-232-711（フリーダイヤル）

中央研究所
CMC研究所

〒207-0021
東京都東大和市立野三丁目1253 
TEL：042-563-5811｠

持株数（千株）株主名

新業株式会社

株式会社開生社

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

株式会社日本カストディ銀行（信託口）

みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 みずほ銀行口
再信託受託者 株式会社日本カストディ銀行

株式会社三菱UFJ銀行

科研製薬株式会社

THE BANK OF NEW YORK MELLON (INTERNATIONAL)
LIMITED 131800

公益財団法人水谷糖質科学振興財団（公益口）

明治安田生命保険相互会社

7,843

7,293

6,829

2,130

1,573

1,536

1,207

838

828

688

14.4

13.4

12.5

3.9

2.9

2.8

2.2

1.5

1.5

1.3

a

持株比率（％）

三菱UFJ信託銀行株式会社

久里浜工場 〒239-0831
神奈川県横須賀市久里浜九丁目3-1
TEL：046-835-3311｠

高萩工場 〒318-0001
茨城県高萩市大字赤浜字松久保258-5
TEL：0293-23-1181｠

ASSOCIATES OF CAPE COD, INC.
（アソシエーツ オブ ケープ コッド インク）
124｠Bernard E. Saint Jean Drive, East Falmouth
MA 02536-4445 U.S.A.
TEL：（1）508-540-3444　

組織図については、ウェブサイトを
ご参照ください。

《株式事務に関するお問い合わせ》

DALTON CHEMICAL LABORATORIES, INC.
（ダルトン ケミカル ラボラトリーズ インク）
349 Wildcat Rd. Toronto, ON M3J 2S3
CANADA
TEL：(1)416-661-2102 / (1)800-567-5060

※ 当社は2025年3月31日時点で、自己株式を2,236千株保有しておりますが、上記の「大株主の状況」には含めておりません。
※ 持株比率は自己株式（2,236千株）を控除して計算しております。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

　当社のコーポレートシンボルマークは、長年、研究開発
の対象としてきた「糖鎖」からイメージできる「鎖（くさ
り）」をメインモチーフとしています。
　しっかりと絡み合った2つの輪が、学問と産業、人と
人、豊かな自然と心豊かな生活の強固な結合を表現し
ており、社会との連携に重きをおく当社事業の方向性
をシンボル化しています。
　さらに、右上に伸びる長円は自らの成長を無限大に目
指す企業姿勢を示すものです。
　ブランドカラーの「ブルー」は独創性と先進性を、「ブ
ラック」は力強さをイメージしています。

100株

234,000,000株

56,814,093株

11,955名

毎年６月

3月31日（なお、中間配当を行
う場合の確定日は9月30日）

コーポレートシンボルマーク

金融機関 
25.4%

金融商品取引
業者 1.6%

その他の国内
法人 37.2%

個人・その他 
21.0%

自己株式 3.9%

外国法人等 
10.9%

大株主の状況（2025年3月31日現在） 

会社概要（2025年3月31日現在） 

当社は2024年度のCDP気候
変動分野で「Bスコア」の評価
を受けています。CDPは、企
業や自治体等が環境への影響
を管理するためのグローバル
な開示システムを運営する非
営利団体です。

組織図 事業所一覧

主な子会社

所有者別株式分布状況（2025年3月31日現在） 

株式の状況（2025年3月31日現在） 株主名簿管理人/特別口座の口座管理機関

外部評価

https://www.seikagaku.co.jp/
ja/corporate/organization.html

CDP：
https://www.cdp.net/ja

EcoVad i sは、企業の社会的
責任や持続可能性を包括的
に評価するプラットフォーム
を提 供しています。当社は
2024年度のEcoVadis評価で
「ブロンズメダル（上位35%）」
の評価を受けています。

EcoVadis：
https://ecovadis.com/ja/

企業情報 株式情報

6 0SEIKAGAKU CORPORATION 2025SEIKAGAKU CORPORATION 20255 9

財務・会社情報価値創造の基盤価値創造Profile

https://www.seikagaku.co.jp/ja/corporate/organization.html


〒100-0005｠｠東京都千代田区丸の内一丁目6-1
丸の内センタービルディング
TEL：03-5220-8950｠
FAX：03-5220-8951
URL：https://www.seikagaku.co.jp
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